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◇北九州市産業観光施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

北九州市立総合農事センターについて、利用料金制度を導入するため、利用

料金の上限額を次のとおり定めることにしました。  

施設の

種類 

金額 備考 

農事セ

ンター

冷蔵

庫 

０．０６立方メ

ートルにつき  

  市外居住者３０円 

  市内居住者２０円 

１ 体積は、冷蔵処理

物の容器の体積とす

る。 

２ 体積が０．０６立

方メートルに満たな

いとき、又は体積に

０．０６立方メート

ル未満の端数がある

ときは、０．０６立

方メートルとして計

算する。 

３ 入庫日及び出庫日

は、それぞれ１日と

して計算する。 

４ 利用料金は、出庫

の際に納入すること

。 

展

示

ホ

ー

ル

－ ９時～１２時 １２時～１６時３０分 １ 営利のための即売

会を主たる目的とす

る利用及び入場料等

を徴収する利用に係

る場合の額は、規定

の額の１５割に相当

する額とする。 

２ 冷暖房設備を利用

する場合の冷暖房設

備の額は、実費に相

当する額の範囲内で

市長が別に定める。 

全

区

画

３，６００円 ５，４００円

区

画

Ａ

２，８００円 ４，２００円

区

画

Ｂ

８００円 １，２００円

Ａ研

修室 

１時間又はその端数ごとに８００円 

Ｂ研 １時間又はその端数ごとに３００円 

日額
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この条例は、規則で定める日から施行することにしました。 

 修室   

小会

議室 

１時間又はその端数ごとに１００円 

駐車

場 

普

通

駐

車 

大

型

自

動

車

及

び

中

型

自

動

車

１

台

１

回

１，０００円１ 大型自動車、中型

自動車及び普通自動

車の区分は、道路交

通法の一部を改正す

る法律による改正前

の道路交通法第３条

に規定するところに

よる。 

２ 利用料金は、自動

車を出庫させる際に

納入すること。ただ

し、回数券に係る利

用料金は、これを発

行する際に納入する

こと。 

普

通

自

動

車

１時間

まで 

１００円

１時間

を超え

る場合 

３００円

回

数

券

に

よ

る

駐

車 

１００円券１

１枚 

１，０００円

１００円券１

２０枚 

１０，０００円

１００円券１

，２５０枚 

１００，０００円
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北九州市職員退職手当支給条例の一部を改正する条例をここに公布する。

  平成２９年６月２１日 

                    北九州市長 北 橋 健 治 

北九州市条例第２０号 

   北九州市職員退職手当支給条例の一部を改正する条例 

北九州市職員退職手当支給条例（昭和３８年北九州市条例第２５号）の一部

を次のように改正する。 

 第９条第１０項中第３号を第４号とし、第２号を第３号とし、第１号の次に

次の１号を加える。

（２） その者が次のいずれかに該当する場合

ア 特定退職者であって、雇用保険法第２４条の２第１項各号に掲げる者

に相当する者として規則で定める者のいずれかに該当し、かつ、任命権

者が同項に規定する指導基準に照らして再就職を促進するために必要な

職業安定法（昭和２２年法律第１４１号）第４条第４項に規定する職業

指導を行うことが適当であると認めたもの

イ 雇用保険法第２２条第２項に規定する厚生労働省令で定める理由によ

り就職が困難な者であって、同法第２４条の２第１項第２号に掲げる者

に相当する者として規則で定める者に該当し、かつ、任命権者が同項に

規定する指導基準に照らして再就職を促進するために必要な職業安定法

第４条第４項に規定する職業指導を行うことが適当であると認めたもの

 第９条第１１項第５号中「公共職業安定所」の次に「、職業安定法第４条第

８項に規定する特定地方公共団体若しくは同法第１８条の２に規定する職業紹

介事業者」を加える。

 付則に次の１項を加える。

２４ 平成３４年３月３１日以前に退職した職員に対する第９条第１０項の規

定の適用については、同項中「第２８条まで」とあるのは「第２８条まで及

び附則第５条」と、同項第２号中

 「イ 雇用保険法第２２条第２項に規定する厚生労働省令で定める理由

により就職が困難な者であって、同法第２４条の２第１項第２号に

掲げる者に相当する者として規則で定める者に該当し、かつ、任命

権者が同項に規定する指導基準に照らして再就職を促進するために

必要な職業安定法第４条第４項に規定する職業指導を行うことが適

当であると認めたもの                    」

 あるのは

 「イ 雇用保険法第２２条第２項に規定する厚生労働省令で定める理由

と
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により就職が困難な者であって、同法第２４条の２第１項第２号に

掲げる者に相当する者として規則で定める者に該当し、かつ、任命

権者が同項に規定する指導基準に照らして再就職を促進するために

必要な職業安定法第４条第４項に規定する職業指導を行うことが適

当であると認めたもの                     と

ウ 特定退職者であって、雇用保険法附則第５条第１項に規定する地

域内に居住し、かつ、任命権者が同法第２４条の２第１項に規定す

る指導基準に照らして再就職を促進するために必要な職業安定法第

４条第４項に規定する職業指導を行うことが適当であると認めたも

の（アに掲げるものを除く。）                」

 する。

   付 則

 （施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第９条第１１項第５号の改

正規定及び付則第３項の規定は、平成３０年１月１日から施行する。

 （経過措置）

２ この条例による改正後の北九州市職員退職手当支給条例（以下「新条例」

という。）第９条第１０項（第２号に係る部分に限り、新条例付則第２４項

の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定は、退職職員（退職

した北九州市職員退職手当支給条例第１条に規定する職員をいう。以下同じ

。）であって、同条例第９条第１項第２号に規定する所定給付日数から同項

に規定する待期日数を減じた日数分の同項の退職手当又は同号の規定の例に

より雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）の規定を適用した場合におけ

るその者に係る同号に規定する所定給付日数に相当する日数分の同条第３項

の退職手当の支給を受け終わった日が平成２９年４月１日以後であるものに

ついて適用する。

３ 退職職員であって雇用保険法等の一部を改正する法律（平成２９年法律第

１４号）第４条の規定による改正後の職業安定法（昭和２２年法律第１４１

号。以下「改正後職業安定法」という。）第４条第８項に規定する特定地方

公共団体又は改正後職業安定法第１８条の２に規定する職業紹介事業者の紹

介により職業に就いたものに対する新条例第９条第１１項（第５号に係る部

分に限り、北九州市職員退職手当支給条例第９条第１５項において準用する

場合を含む。）の規定は、当該退職職員が当該紹介により職業に就いた日が

付則第１項ただし書に規定する規定の施行の日以後である場合について適用

する。
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 北九州市債権管理条例をここに公布する。 

  平成２９年６月２１日 

北九州市長 北 橋 健 治   

北九州市条例第２１号 

   北九州市債権管理条例 

（目的） 

第１条 この条例は、市の債権の管理に関し必要な事項を定めることにより、

市の債権の適正な管理を確保し、もって公正かつ円滑な行財政運営に資する

ことを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

（１） 市の債権 金銭の給付を目的とする市の権利をいう。 

（２） 強制徴収債権 市の債権のうち、地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）第２３１条の３第３項の規定により地方税の滞納処分の例により処

分することができるとされている分担金、加入金、過料又は法律で定める

使用料その他の普通地方公共団体の歳入及び地方税法（昭和２５年法律第

２２６号）の規定に基づくものをいう。 

（３） 非強制徴収債権 市の債権のうち、強制徴収債権以外のものをいう

。  

（他の法令との関係） 

第３条 市の債権の管理に関する事務の処理については、法令又は他の条例若

しくは規則（地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第１０条に規定

する企業管理規程を含む。次条において同じ。）に特別の定めがある場合を

除くほか、この条例の定めるところによる。 

 （市長等の責務等） 

第４条 市長及び公営企業管理者（以下「市長等」という。）は、法令又は条

例若しくは規則の定めに従い、市の債権を適正に管理しなければならない。 

２ 市長は、市の債権の適正な管理を確保するための基本方針を策定するもの

とする。 

（台帳の整備） 

第５条 市長等は、規則で定める事項を記載した、市の債権を適正に管理する

ための台帳（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によって

は認識することができない方式で作られた記録をいう。）によるものを含む

。）を整備するものとする。 
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（徴収猶予） 

第６条  市長等は、強制徴収債権について、次の各号のいずれかに該当する場

合において、その該当する事実に基づき、債務者が当該強制徴収債権に係る

市の徴収金を一時に納付することができないと認められるときは、その納付

することができないと認められる金額を限度として、その者の申請に基づき

、１年以内の期間を限り、その徴収を猶予することができる。 

（１） 債務者がその財産につき、震災、風水害、火災その他の災害を受け

、又は盗難にかかったとき。  

（２） 債務者又はその者と生計を一にする親族が病気にかかり、又は負傷

したとき。  

（３） 債務者がその事業を廃止し、又は休止したとき。  

（４） 債務者がその事業につき著しい損失を受けたとき。  

（５） 前各号のいずれかに該当する事実に類する事実があったとき。  

（６） 前各号に掲げる場合のほか、市長が特に必要があると認めるとき。 

２ 前項に定めるもののほか、強制徴収債権の徴収猶予については、地方税の

例による。 

（債権放棄） 

第７条 市長等は、非強制徴収債権について、次の各号のいずれかに該当する

場合は、当該非強制徴収債権及びこれに係る損害賠償金その他の徴収金（以

下この条において「当該債権等」という。）の全部又は一部を放棄すること

ができる。 

（１） 破産法（平成１６年法律第７５号）第２５３条第１項、会社更生法

（平成１４年法律第１５４号）第２０４条第１項その他の法令の規定によ

り債務者が当該債権等につきその責任を免れたとき。 

（２） 債務者が死亡し、その相続について限定承認があった場合、相続人

が存在しない場合又は相続人の存在が明らかでない場合において、その相

続財産の価額が、強制執行をした場合の費用及び当該債権等に優先して弁

済を受ける権利の金額の合計額を超えないと見込まれるとき。 

（３） 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１７１条の２の規

定による強制執行等又は同令第１７１条の４の規定による債権の申出等の

措置をとってもなお完全に履行されなかった場合において、債務者が無資

力又はこれに近い状態にあり、弁済される見込みがないと認められるとき

。 

（４） 当該債権等について地方自治法施行令第１７１条の５の規定による

徴収停止の措置をとった場合において、当該措置をとった日から３年を経
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過した後においてもなお履行させることが著しく困難又は不適当であると

認められるとき。  

（５） 債務者が著しい生活困窮状態（生活保護法（昭和２５年法律第１４

４号）の適用を受けているとき、又はこれに準ずる状態をいう。）にあり

、資力の回復が困難であると認められた場合において、弁済される見込み

がないと認められるとき。 

(６)  当該債権等（消滅時効について時効の援用を要するものに限る。）

について、消滅時効に係る時効期間が満了したとき（債務者が時効の援用

をしない特別の理由があるときを除く。）。 

２ 市長は、前項の規定により市長等が当該債権等を放棄したときは、その放

棄した日の属する年度の翌年度に、放棄した当該債権等の種類及び金額その

他規則で定める事項を議会に報告しなければならない。 

 （情報の利用） 

第８条 市長等は、債務者にとって有益であると認められる場合には、北九州

市個人情報保護条例（平成１６年北九州市条例第５１号）の定めるところに

より、当該債務者の同意に基づき、市長等が保有する当該債務者の強制徴収

債権に関する情報を当該債務者の非強制徴収債権の徴収手続において利用す

るものとする。 

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、

規則で定める。 

付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（北九州市国民健康保険条例の一部改正) 

２ 北九州市国民健康保険条例（昭和４２年北九州市条例第５３号）の一部を

次のように改正する。  

 第２４条を次のように改める。 

（徴収猶予） 

第２４条 保険料の徴収猶予については、北九州市債権管理条例（平成２９

年北九州市条例第２１号）第６条に定めるところによる。 

（北九州広域都市計画下水道事業受益者負担に関する条例の一部改正） 

３ 北九州広域都市計画下水道事業受益者負担に関する条例（昭和５０年北九

州市条例第４９号）の一部を次のように改正する。 

 第７条各号列記以外の部分中「により」の次に「別に定める期間において
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」を加え、同条第２号を次のように改める。 

 （２） 北九州市債権管理条例（平成２９年北九州市条例第２１号）第６

条第１項第１号から第５号までに定める事実が生じたことにより、当該

負担金を納付することが困難となったため徴収を猶予することがやむを

得ないと認められるとき。 

（北九州市介護保険条例の一部改正） 

４ 北九州市介護保険条例（平成１２年北九州市条例第１６号）の一部を次の

ように改正する。 

 第１５条を次のように改める。 

（保険料の徴収猶予） 

第１５条 保険料の徴収猶予については、北九州市債権管理条例（平成２９

年北九州市条例第２１号）第６条に定めるところによる。 

14



北九州市産業観光施設の設置及び管理に関する条例及び北九州市教育施設の

設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

平成２９年６月２１日 

                    北九州市長 北 橋 健 治 

北九州市条例第２２号 

北九州市産業観光施設の設置及び管理に関する条例及び北九州市 

教育施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

 （北九州市産業観光施設の設置及び管理に関する条例の一部改正） 

第１条 北九州市産業観光施設の設置及び管理に関する条例（昭和４７年北九

州市条例第６号）の一部を次のように改正する。 

別表第１の観光施設の項中 

 「 

北九州市旧門司三井倶楽部 北九州市門司区港町７番１

号 

                            」 

 「 

北九州市旧門司三井倶楽部 北九州市門司区港町７番１

号 

北九州市大連友好記念館 北九州市門司区東港町１番

１２号 

                            」 

 改める。 

 （北九州市教育施設の設置及び管理に関する条例の一部改正） 

第２条 北九州市教育施設の設置及び管理に関する条例（昭和４７年北九州市

条例第８号）の一部を次のように改正する。 

  別表第２の図書館の項中 

 「 

〃    国際友好記念〃 〃   門司区東港町１番

１２号 

〃    門司〃 〃   〃  老松町３番

３号 

                            」 

 「 

を

を

に
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〃    門司〃 〃   門司区老松町３番

３号 

                            」 

 改める。 

付 則 

この条例は、規則で定める日から施行する。ただし、第２条の規定は、平成

３０年４月１日から施行する。 

に
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北九州市産業観光施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例を

ここに公布する。

平成２９年６月２１日

                    北九州市長 北 橋 健 治

北九州市条例第２３号

北九州市産業観光施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正   

する条例

北九州市産業観光施設の設置及び管理に関する条例（昭和４７年北九州市条

例第６号）の一部を次のように改正する。

別表第２の農事センターの項を削る。

別表第３の関門海峡ミュージアムの駐車場の項中「改正前の道路交通法」を

「道路交通法の一部を改正する法律（平成２７年法律第４０号）による改正前

の道路交通法（昭和３５年法律第１０５号。以下「改正前の道路交通法」とい

う。）」に改め、同表中

「                

                                       」 

「 

 会議

室Ｃ 

１８０円 ３５０円 ５５０円  

農事

セン

ター

冷蔵

庫 

０．０６立

方メートル

につき  

市外居住者３０円 

市内居住者２０円 

１ 体積は、冷蔵

処理物の容器の

体積とする。 

２ 体積が０．０

６立方メートル

に満たないとき

、又は体積に０

．０６立方メー

トル未満の端数

があるときは、

０．０６立方メ

ートルとして計

算する。 

３ 入庫日及び出

会議

室Ｃ

１８０円 ３５０円 ５５０円
を

日額
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     庫日は、それぞ

れ１日として計

算する。 

４ 利用料金は、

出庫の際に納入

すること。 

展

示

ホ

ー

ル

－ ９時～１２

時 

１２時～１６時３０分 １ 営利のための

即売会を主たる

目的とする利用

及び入場料等を

徴収する利用に

係る場合の額は

、規定の額の１

５割に相当する

額とする。 

２ 冷暖房設備を

利用する場合の

冷暖房設備の額

は、実費に相当

する額の範囲内

で市長が別に定

める。 

全

区

画

３，６００円 ５，４００円

区

画

Ａ

２，８００円 ４，２００円

区

画

Ｂ

８００円 １，２００円

Ａ研

修室 

１時間又はその端数ごとに８００円 

Ｂ研

修室 

１時間又はその端数ごとに３００円 

小会

議室 

１時間又はその端数ごとに１００円 

駐車

場 

普 

通 

駐 

車 

大

型

自

動

車 

及

び

中

型

自

動 

１

台 

１

回 

１，０００円 １ 大型自動車、

中型自動車及び

普通自動車の区

分は、改正前の

道路交通法第３

条に規定すると

ころによる。 

２ 利用料金は、

自動車を出庫さ

せる際に納入す

ること。ただし

に
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                                 」 

改める。

付 則

（施行期日）

１ この条例は、規則で定める日から施行する。

（経過措置）

２ 改正前の別表第２に規定する農事センターの駐車場の回数券でこの条例の

施行の日前に発行されているものについては、改正後の別表第３に規定する

農事センターの駐車場の回数券として、同日以後においても、なお使用する

ことができる。

  車   、回数券に係る

利用料金は、こ

れを発行する際

に納入すること

。 

 普

通

自

動

車 

１時

間ま 

で 

１００円

１時

間を

超え

る場

合 

３００円

回

数

券

に

よ

る

駐

車 

１００円券１１

枚 

１，０００円

１００円券１２

０枚 

１０，０００円

１００円券１，

２５０枚 

１００，０００円
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北九州市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正

する条例をここに公布する。

平成２９年６月２１日

北九州市長 北 橋 健 治

北九州市条例第２４号

北九州市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の

一部を改正する条例

北九州市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平成４年北

九州市条例第２６号）の一部を次のように改正する。

別表第２の西鉄到津ニュータウンまなづる台地区整備計画区域の項ア欄各号

列記以外の部分中「及びこれに付属する建築物」を削り、同欄第２号を次のよ

うに改める。

（２） 令第１３０条の５の２第１号から第３号まで及び第５号に掲げる用

途に供するもの（食堂及び喫茶店を除く。）

別表第２の西鉄到津ニュータウンまなづる台地区整備計画区域の項ア欄に次

の１号を加える。

（３） 前２号の建築物に付属するもの

別表第２の上吉田五丁目地区地区整備計画区域の項中「１０分の６」、「１

０分の４」及び「１０メートル」を削り、同表の曽根地区地区整備計画区域の

医療・生活Ａ地区の項ア欄第９号中「類する」の次に「用途に供する」を加え

、同欄第１１号中「（法別表第２（ほ）項に掲げるものを除く。）」を削り、

同項中「１０分の２０」及び「１０分の６」を削り、同表の曽根地区地区整備

計画区域の医療・生活Ｂ地区の項ア欄第１５号中「（法別表第２（ほ）項に掲

げるものを除く。）」を削り、同項中「１０分の２０」及び「１０分の６」を

削り、同表の曽根地区地区整備計画区域の医療・生活Ｃ地区の項ア欄第１２号

中「（法別表第２（ほ）項に掲げるものを除く。）」を削り、同項中「１０分

の２０」及び「１０分の６」を削り、同表の曽根地区地区整備計画区域の医療

地区の項及び曽根地区地区整備計画区域の新産業地区の項中「１０分の２０」

及び「１０分の６」を削り、同表の吉田にれの木坂地区地区整備計画区域の住

宅地区の項中

「

１０分 １０分 ２００ 外壁等の面か １．０ （１） 外壁等 １０メ ７メー

の６ の４ 平方メ ら道路境界線 メート の中心線の長 ートル トル

ートル 又は隣地境界 ル さの合計が３

（集会 線までの距離 ．０メートル

所若し 以下であるも

くは公 の

民館又 （２） 物置そ

は巡査 の他これに類
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派出所 する用途に供

、公衆 し、軒の高さ

電話所 が２．３メー

その他 トル以下で、

これら かつ、床面積

に類す の合計が５平

る公益 方メートル以

上必要 内であるもの

な建築

物の敷

地を除

く。）

」

「

２００ ７メー

平方メ トル

ートル

（集会

所若し

くは公

民館又

は巡査

派出所

、公衆

電話所

その他

これら

に類す

る公益

上必要

な建築

物の敷

地を除

く。）

」

改め、同表の吉田にれの木坂地区地区整備計画区域の沿道地区の項ア欄中第１

５号を削り、第１４号を第１５号とし、第１３号の次に次の１号を加える。

（１４） 前各号の建築物に付属しない自動車車庫で床面積の合計が３００

平方メートル以内のもの（３階以上の部分をその用途に供するものを除く

。）

別表第２の吉田にれの木坂地区地区整備計画区域の沿道地区の項中「１０分

の２０」及び「１０分の６」を削る。

付 則

この条例は、公布の日から施行する。

に

を
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北九州市港湾施設管理条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

平成２９年６月２１日 

                    北九州市長 北 橋 健 治 

北九州市条例第２５号 

北九州市港湾施設管理条例の一部を改正する条例 

 北九州市港湾施設管理条例（昭和５２年北九州市条例第７号）の一部を次の

ように改正する。 

第２９条の３第２項中「前項」を「第１項」に改め、同項を同条第３項とし

、同条第１項の次に次の１項を加える。 

２ 港湾施設（旧大連航路上屋及び北九州市旧門司税関を除く。）の指定管理

者の指定に係る前項に規定する申請については、市長が当該港湾施設の運営

の方法、指定管理者に行わせる業務の内容等を勘案して特に必要があると認

めるときは、市長が適当と認めたものに限り、当該申請をすることができる

。 

第２９条の４第２号中「関すること」の次に「（旧大連航路上屋に限る。）

」を加える。 

   付 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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北九州市教育施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例をここ

に公布する。

平成２９年６月２１日

                    北九州市長 北 橋 健 治 

北九州市条例第２６号

北九州市教育施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する

条例

北九州市教育施設の設置及び管理に関する条例（昭和４７年北九州市条例第

８号）の一部を次のように改正する。

別表第２の視聴覚センターの項中

北九州市小倉北区城内４番１号

北九州市八幡西区相生町２０番１号

改める。

付 則

この条例は、規則で定める日から施行する。

「

を

」

に

」

「
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 北九州市債権管理条例施行規則をここに公布する。

  平成２９年６月２１日

                    北九州市長 北 橋 健 治

北九州市規則第４２号

   北九州市債権管理条例施行規則

（趣旨）

第１条 この規則は、北九州市債権管理条例（平成２９年北九州市条例第２１

号。以下「条例」という。）の施行に関し、必要な事項を定めるものとする

。

（台帳記載事項）

第２条 条例第５条の規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。

（１） 市の債権（以下「債権」という。）の種類

（２） 債務者の住所及び氏名又は名称

（３） 債権の額

（４） 債権の履行期限

（５） 債権の発生原因及び発生年度

（６） 債権の徴収、処分等の履歴

（７） 前各号に掲げるもののほか、市長等が必要と認める事項

 （徴収猶予）

第３条 条例第６条第１項第６号の市長が特に必要があると認めるときは、次

の各号に掲げる強制徴収債権の区分に応じ、当該各号に定める場合とする。

（１） 北九州市国民健康保険条例（昭和４２年北九州市条例第５３号）第

１０条の保険料 次に掲げる場合

 ア 納付義務者と同一世帯内の被保険者がその財産につき、震災、風水害

、火災その他の災害を受け、又は盗難にかかったとき。

 イ 納付義務者が失業したとき。

 ウ ア又はイのいずれかに該当する事実に類する事実があったとき。

（２） 北九州市介護保険条例（平成１２年北九州市条例第１６号）第１０

条の規定による保険料 第１号被保険者の属する世帯の生計を主として維

持する者について次の事実が認められる場合

ア 震災、風水害、火災その他の災害を受け、又は盗難にかかったとき。

イ 死亡したとき。

ウ 事業を廃止し、又は休止したとき。

エ 事業につき著しい損失を受けたとき。

オ 失業したとき。
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カ アからオまでのいずれかに該当する事実に類する事実があったとき。

 （議会への報告）

第４条 条例第７条第２項の規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。

（１） 放棄した当該債権等の件数

（２） 当該債権等を放棄した理由

（３） 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項

（委任）

第５条 この規則に定めるもののほか、債権の管理に関し必要な事項は、財政

局長が別に定める。

   付 則

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。

 （北九州市国民健康保険条例施行規則の一部改正）

２ 北九州市国民健康保険条例施行規則（昭和４３年北九州市規則第４１号）

の一部を次のように改正する。

第９条第１項を削り、同条第２項各号列記以外の部分中「前項に規定する

理由により、」を「条例第２４条に規定する」に改め、同項を同条第１項と

し、同条第３項を同条第２項とする。

第１２条第１項中「第９条第１項各号」を「北九州市債権管理条例（平成

２９年北九州市条例第２１号）第６条第１項各号」に改める。

（北九州市介護保険の実施に関する規則の一部改正）

３ 北九州市介護保険の実施に関する規則（平成１２年北九州市規則第６９号

）の一部を次のように改正する。

第１７条第１項中「条例第１５条各号」を「北九州市債権管理条例（平成

２９年北九州市条例第２１号）第６条第１項各号」に改める。
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北九州市港湾施設管理条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する

。 

平成２９年６月２１日 

                    北九州市長 北 橋 健 治 

北九州市規則第４３号 

北九州市港湾施設管理条例施行規則の一部を改正する規則 

 北九州市港湾施設管理条例施行規則（昭和５２年北九州市規則第３１号）の

一部を次のように改正する。 

第１条中「条例」を「北九州市港湾施設管理条例（昭和５２年北九州市条例

第７号。以下「条例」という。）」に改める。

第３８条の３に次のただし書を加える。 

ただし、条例第２９条の３第２項の場合においては、この限りでない。 

   付 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 
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失業者の退職手当支給規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

平成２９年６月２１日 

                    北九州市長 北 橋 健 治   

北九州市規則第４４号ああああああああああああああああああああああああ

   失業者の退職手当支給規則の一部を改正する規則 

 失業者の退職手当支給規則（昭和４４年北九州市規則第２５号）の一部を次

のように改正する。 

 第３条の２第２号を次のように改める。 

（２） 条例第７条の２第１０項に規定する認定を受けて同条第１５項第３

号に規定する退職すべき期日に退職した者 

第３条の２第６号中「退職した者」の次に「その他その者の事情によらない

で退職した者」を加える。 

 第１０条の次に次の１条を加える。

（条例第９条第１０項第２号に規定する規則で定める者）

第１０条の２ 条例第９条第１０項第２号アに規定する規則で定める者のうち

次の各号に掲げる者は、当該各号に定める者とする。

（１） 雇用保険法第２４条の２第１項第１号に掲げる者に相当する者 退

職した職員であって、同号に掲げる者に該当するもの

（２） 雇用保険法第２４条の２第１項第２号に掲げる者に相当する者 退

職した職員であって、その者を同法第４条第１項に規定する被保険者と、

その者が退職の際勤務していた北九州市の事務を同法第５条第１項に規定

する適用事業とみなしたならば同号に掲げる者に該当するもの

（３） 雇用保険法第２４条の２第１項第３号に掲げる者に相当する者 退

職した職員であって、その者を同法第４条第１項に規定する被保険者と、

その者が退職の際勤務していた北九州市の事務を同法第５条第１項に規定

する適用事業とみなしたならば同号に掲げる者に該当するもの

２ 条例第９条第１０項第２号イに規定する規則で定める者は、前項第２号に

定める者とする。

 第２号様式（表面）中

「

技能

習得

受講手当 日額    円  月  日支給開始

特定職種

受講手当
月額    円  月  日支給開始 を
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手当 通所手当 月額    円     月支給開始

                             」

「

技能

習得

手当

受講手当 日額    円  月  日支給開始

通所手当 月額    円     月支給開始

                             」

改める。

第２号様式（別紙）を次のように改める。

に
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第２号様式(別紙) 

22 退職理由 

任 命 権

者 の 記

載 欄 

退 職 者

記 載 欄 
退 職 の 理 由 

※ 

公共職業安

定所記載欄

   1 定年又は任期満了によるもの 

□  (1) 定年による退職(定年    歳) 

□  (2) 任期満了による退職 

 2 任命権者からの働きかけ等によるもの 

□  (1) 懲戒免職等処分 

□  (2) 地方公務員法第28条第4項の規定による失職（同法第16

条第1号に該当する場合に限る。）又はこれに準ずる退職 

□  (3) 地方公務員法第28条第4項の規定による失職（同法第16

条第1号に該当する場合を除く。）又はこれに準ずる退職 

□  (4) 地方公務員法第28条第1項第2号の規定による免職又はこ

れに準ずる処分 

□  (5) 地方公務員法第28条第1項第1号又は第3号の規定による

免職又はこれに準ずる処分 

□  (6) 地方公務員法第28条第1項第4号の規定による免職の処分

□  (7) 北九州市職員退職手当支給条例第7条の2第10項に規定す

る認定を受けて同条第15項第3号に規定する退職すべき期

日に退職 

□ 3 公務上の傷病による退職 

□ 4 職員の個人的な事情に起因する退職 

□  (1) 職務に耐えられない体調不良、けが等があったため 

□  (2) 妊娠、出産、育児等を行う必要があったため 

□  (3) 家庭の事情の急変(父母の扶養、親族の介護等)があった

ため 

□  (4) 配偶者等との別居生活が継続困難となったため 

□  (5) 転居により通勤困難となったため 

(新住所：                      )

□ (6) その他 

(具体的に                      )

□ 5 その他(1－4のいずれにも該当しない場合) 

具体的事情記載欄(任命権者用) 

注1 退職理由は所定給付日数・給付制限の有無に影響を与える場合があるので、適正に記入してくだ

さい。 

 2 ※印欄には記載しないこと。 

(日本工業規格A4) 
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 第４号様式（表面）中

「

技能

習得

手当

受講手当 日額    円  月  日支給開始

特定職種

受講手当
月額    円  月  日支給開始

通所手当 月額    円    月支給開始

                             」

「

技能

習得

手当

受講手当 日額    円  月  日支給開始

通所手当 月額    円     月支給開始

                             」

改める。

 第４号様式（裏面）中

「

受 講 手 当
特定職種

受講手当
通所手当

支給

日数
支給金額 支給金額 支給金額

日 円 円 円

日 円 円 円

日 円 円 円

日 円 円 円

日 円 円 円

を

に

を
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                      」

「

受 講 手 当 通 所 手 当

支給

日数
支給金額 支給金額

日 円 円

日 円 円

日 円 円

日 円 円

日 円 円

                      」

「

鉄道賃 船 賃 車 賃 移転料 着後手当 計

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

                               」

「

鉄道賃 船 賃 航空賃 車 賃 移転料 着後手当 計

円 円 円 円
円

円 円 円 円 円

に、

を

に、
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円 円 円 円 円 円 円

                               」

「広域求職活動費に相当する」を「求職活動支援費（広域求職活動費）に相当

する」に、

「

鉄 道 賃 船 賃 車 賃 宿 泊 料 計

円 円 円 円 円

                               」

「

鉄 道 賃 船 賃 航 空 賃 車 賃 宿 泊 料 計

  に

円 円 円 円 円 円

                               」

改める。

 第４号様式（別紙）を次のように改める。

を
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第４号様式（別紙） 

退職理由 

処 理 欄
退 職 者

の 申 出
退 職 の 理 由 

公共職業安

定所の意見

   1 定年又は任期満了によるもの 

□  (1) 定年による退職(定年    歳) 

□  (2) 任期満了による退職 

 2 任命権者からの働きかけ等によるもの 

□  (1) 懲戒免職等処分 

□  (2) 地方公務員法第28条第4項の規定による失職（同法第16

条第1号に該当する場合に限る。）又はこれに準ずる退職 

□  (3) 地方公務員法第28条第4項の規定による失職（同法第16

条第1号に該当する場合を除く。）又はこれに準ずる退職 

□  (4) 地方公務員法第28条第1項第2号の規定による免職又はこ

れに準ずる処分 

□  (5) 地方公務員法第28条第1項第1号又は第3号の規定による

免職又はこれに準ずる処分 

□  (6) 地方公務員法第28条第1項第4号の規定による免職の処分

□  (7) 北九州市職員退職手当支給条例第7条の2第10項に規定す

る認定を受けて同条第15項第3号に規定する退職すべき期

日に退職 

□ 3 公務上の傷病による退職 

□ 4 職員の個人的な事情に起因する退職 

□  (1) 職務に耐えられない体調不良、けが等があったため 

□  (2) 妊娠、出産、育児等を行う必要があったため 

□  (3) 家庭の事情の急変(父母の扶養、親族の介護等)があった

ため 

□  (4) 配偶者等との別居生活が継続困難となったため 

□  (5) 転居により通勤困難となったため 

(新住所：                     

 ) 

□ (6) その他 

(具体的に                      )

□ 5 その他(1－4のいずれにも該当しない場合) 

具体的事情記載欄 

(日本工業規格A4) 
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 第９号様式（表面）中

「

退所日数 特定職種受講日数 寄宿日数

                                 」

「

通所日数 寄宿日数

                                 」

改める。

 第１１号様式（裏面）を次のように改める。

を

に
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第１１号様式(裏面) 

退職理由 

任 命 権

者 の 記

載 欄 

退 職 者

記 載 欄 
退 職 の 理 由 

※ 

公共職業安

定所記載欄

   1 定年又は任期満了によるもの 

□  (1) 定年による退職(定年    歳) 

□  (2) 任期満了による退職 

 2 任命権者からの働きかけ等によるもの 

□  (1) 懲戒免職等処分 

□  (2) 地方公務員法第28条第4項の規定による失職（同法第16

条第1号に該当する場合に限る。）又はこれに準ずる退職 

□  (3) 地方公務員法第28条第4項の規定による失職（同法第16

条第1号に該当する場合を除く。）又はこれに準ずる退職 

□  (4) 地方公務員法第28条第1項第2号の規定による免職又はこ

れに準ずる処分 

□  (5) 地方公務員法第28条第1項第1号又は第3号の規定による

免職又はこれに準ずる処分 

□  (6) 地方公務員法第28条第1項第4号の規定による免職の処分

□  (7) 北九州市職員退職手当支給条例第7条の2第10項に規定す

る認定を受けて同条第15項第3号に規定する退職すべき期

日に退職 

□ 3 公務上の傷病による退職 

□ 4 職員の個人的な事情に起因する退職 

□  (1) 職務に耐えられない体調不良、けが等があったため 

□  (2) 妊娠、出産、育児等を行う必要があったため 

□  (3) 家庭の事情の急変(父母の扶養、親族の介護等)があった

ため 

□  (4) 配偶者等との別居生活が継続困難となったため 

□  (5) 転居により通勤困難となったため 

(新住所：                      )

□ (6) その他 

(具体的に                      )

□ 5 その他(1－4のいずれにも該当しない場合) 

具体的事情記載欄(任命権者用) 

注1 退職理由は所定給付日数・給付制限の有無に影響を与える場合があるので、適正に記入してくだ

さい。 

 2 ※印欄には記載しないこと。 

(日本工業規格A4) 
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 第１３号様式（表面）中「公共職業安定所又は」を「公共職業安定所、地方

公共団体又は」に改める。

第１３号様式（裏面）の注書第１項中「＝支給対象期間」の次に「（就業手

当に相当する退職手当）」を、「＝確認日」の次に「（就業手当に相当する退

職手当）」を加え、同様式（裏面）の注書第８項中「なお」の次に「、「地方

公共団体」とは、職業安定法の規定に基づき職業紹介事業を行う地方公共団体

のことをいい」を加える。

 第１４号様式（裏面）の注書第２項中「又は被保険者手帳」を削る。

 第１５号様式（表面）中

「

⑨乗車（船）

の 場 所

⑩下車（船）

 の 場 所

                              」

「

⑨乗車（船）
の 場 所

（出発空港）

⑩下車（船）
 の 場 所
（到着空港）

                              」

「

※船賃 ※車賃 ※移転料  

距離 運賃 距離
支 給

額
距離 支給額

ｋｍ 円 ｋｍ 円

 を

ｋｍ 円

                     」

「

※船賃 ※航空賃 ※車賃 ※移転料  

距離 運賃 距離 運賃 距離 支給額 距離 支給額

ｋｍ 円 ｋｍ 円 ｋｍ 円

を

に、
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 に

ｋｍ 円

                     」

改める。

 第１６号様式中

「                「

船 賃 車 賃  船 賃 航空賃 車 賃 

距離 運賃 距離 支給額 距離 運賃 距離 運賃 距離 支給額

ｋｍ 円 ｋｍ 円 ｋｍ 円 ｋｍ 円 ｋｍ 円

              」                  」

改める。

 第１６号様式の２（裏面）の注書第１項中「短期訓練受講費」を「求職活動

支援費（短期訓練受講費）に相当する退職手当」に改める。

 第１６号様式の３（裏面）の注書第１項中「求職活動関係役務利用費））」

を「求職活動支援費（求職活動関係役務利用費）に相当する退職手当））」に

、「求職活動支援費（求職活動関係役務利用費）支給申請書」を「求職活動支

援費（求職活動関係役務利用費）に相当する退職手当支給申請書」に、「求職

活動関係役務利用費の」を「求職活動支援費（求職活動関係役務利用費）に相

当する退職手当の」に改める。

   付 則

 （施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。

 （経過措置）

２ この規則の施行の際現に存する旧様式による用紙は、当分の間、これを取

り繕って使用することができる。

を に
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北九州市公告第４３２号 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次 

の開発行為に関する工事が完了したことを公告する。 

  平成２９年６月２１日 

北九州市長 北 橋 健 治   

開発区域に含まれる地域の名称 開発行為者 

北九州市八幡西区木屋瀬二丁目５４

３番１及び５４３番２のうち 

北九州市小倉南区下石田一丁目７

番２０号 

林田幸年 

北九州市小倉南区横代東町二丁目７

６０番４、７６０番８、７６１番２

、７６２番１及び７６２番２ 

北九州市小倉南区横代東町二丁目

１１番８号 

松田髙雄 

北九州市八幡西区若葉三丁目４７７

番２及び４７７番６から４７７番１

６まで 

北九州市八幡西区本城学研台三丁

目１７番１５－１０４号 

株式会社アースティック 

代表取締役 佐藤俊明 
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北九州市公告第４３３号 

 モーターボート競走法（昭和２６年法律第２４２号）第３条第２号に係る事

務を私人に委託したので、モーターボート競走法施行規則（昭和２６年運輸省

令第５９号）第２条第３項及び北九州市モーターボート競走法第３条の規定に

基づく事務の委託に関する要綱第８条の規定により次のとおり公告する。 

  平成２９年６月２１日 

北九州市長 北 橋 健 治 

１ 受託者の名称及び住所 

 （１） 日本トーター株式会社 

     東京都港区港南二丁目１６番１号 

 （２） 一般財団法人ＢＯＡＴＲＡＣＥ振興会 

     東京都港区三田三丁目１２番１２号 

２ 委託契約年月日 

  平成２９年４月１日 

３ 委託期間 

  平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで 
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北九州市公告第４３４号 

 地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７

年政令第３７２号）第４条に規定する特定調達契約につき、落札者を決定した

ので、北九州市物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平成７年

北九州市規則第７８号）第１２条第１項の規定により次のとおり公告する。 

  平成２９年６月２１日 

                    北九州市長 北 橋 健 治 

１ 特定役務の名称及び数量 

  北九州市立スポーツ・文化施設（２９施設）電力供給 一式 

２ この公告に係る契約に関する事務を担当する主管課の名称及び所在地 

  北九州市市民文化スポーツ局スポーツ部スポーツ振興課 

  北九州市小倉北区城内１番１号 

３ 落札者を決定した日 

  平成２９年５月３１日 

４ 落札者の名称及び住所 

  株式会社北九州パワー 

  北九州市戸畑区中原新町２番１号 

５ 落札金額 

１億４４７万１，１４１円 

６ 契約の相手方を決定した手続 

  一般競争入札 

７ 一般競争入札の公告をした日 

  平成２９年４月２０日 

８ 落札方法 

  最低価格による。 
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工事名 花尾小学校グラウンドスプリンクラー設置工事
工事場所 北九州市八幡東区祇園一丁目６番１号
工事内容 花尾小学校のグラウンドにスプリンクラーを設置する工事
工期 請負契約締結の日から平成２９年１２月２０日まで
予定価格 １，８６６万円（消費税及び地方消費税相当額を除く。）

総合評価落札
方式

適用しない。

登録 建設工事有資格業者名簿（注１）に記載され、有資格業者としての資格を有していること。

登録工種 管工事(希望順位が第１順位であること。)

等級（注２） Ａ又はＢ

許可 管工事業について特定建設業の許可又は一般建設業の許可を受けていること。

所在地 本店又は主たる営業所（注３）が北九州市内にあること。

実績

平成２４年度以降、北九州市（上下水道局、交通局及び病院局を含む。以下「本市」という。
）が発注した予定価格２００万円を超える額（消費税及び地方消費税相当額を含む。）の管工
事（都市ガス又はＬＰガスに係る工事を除く。）について、単体又は共同企業体の構成員とし
て指名の実績（一般競争入札で参加資格有りと認めたものを含む。）又は契約の実績があるこ
と。

手持工事等

Ａランク業者については予定価格１，２００万円以上（消費税及び地方消費税相当額を含む。
）の、Ｂランク業者については予定価格２００万円を超える額（消費税及び地方消費税相当額
を含む。）の本市が発注した管工事（都市ガス又はＬＰガスに係る工事を除く。）で平成２９
年６月１９日から本件開札日までの間に開札するものの落札者（共同企業体の構成員を含む。
）でないこと。

技術者
この工事に係る監理技術者（直接的かつ恒常的な雇用関係（入札を行った日において雇用関係
が３箇月以上経過していることをいう。以下同じ。）にある者に限る。）又は主任技術者（直
接的かつ恒常的な雇用関係にある者に限る。）を配置することができること。

その他 本市から指名停止を受けている期間中でないこと。

場所 北九州市小倉北区城内１番１号　北九州市技術監理局契約部契約課

期間
この公告の日から本件開札日まで（注４）の毎日午前９時から午前１１時３０分まで及び午後
１時から午後４時３０分まで

４　競争参加
　資格確認申
　請書の提出
　期間

５　入札書の
　受付期間

場所 北九州市小倉北区城内１番１号　北九州市技術監理局契約部契約課

日時 平成２９年７月１１日　午前９時３６分

最低制限価格 設ける。

入札保証金 免除する。

契約金額の１００分の１０以上の額。ただし、契約規則第２５条第７項第１号又は第２号のい

ずれかに該当する場合は、免除する。

（１）　この工事に係るその他入札に関する条件は、入札説明書による。

（２）　入札説明書に定める期間中に仕様書等の交付を受けない者又は北九州市電子入札システムの利用者登

　録を完了していない者は、この入札に参加することができない。

（１）　この公告の日から平成２９年６月２６日まで（注４）の毎日午前９時から午後４時３０分まで
（２）　平成２９年６月２７日　午前９時から正午まで

北九州市公告第４３６号
　次の工事について、一般競争入札により請負契約を締結するので、地方自治法施行令（昭和２２
年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び北九州市契約規則（昭和３９年北九州市規則第２５号
。以下「契約規則」という。）第４条第１項の規定により、次のとおり公告する。
　　平成２９年６月２１日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　北九州市長　北　橋　健　治

１　工事概要

２　競争入札
　参加資格（
　次のいずれ
　にも該当す
　る者である
　こと。）

３　契約条項
　を示す場所
　及び期間

（１）　平成２９年７月６日及び同月７日　午前９時から午後７時まで
（２）　平成２９年７月１０日　午前９時から午後４時３０分まで

６　開札の場
　所及び日時

７　入札及び
　契約に関す
　る条件 契約保証金

８　入札の無
　効

次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。

（１）　この公告に示した競争参加資格のない者のした入札

（２）　競争参加資格確認申請書等に虚偽の記載をした者の入札

（３）　契約規則第１２条各号のいずれかに該当する入札

（４）　北九州市電子入札実施要領第１０条各号のいずれかに該当する入札
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注１　北九州市建設工事競争入札参加者の資格及び審査等に関する規則（平成６年北九州市規則第５９号）第７条第１項に

９　その他

（５）  この公告に関する問合せ先は、北九州市技術監理局契約部契約課（電話　０９３－５８２－２２５６
  ）とする。

（３）　下請代金の総額が３，０００万円以上（建築一式工事においては４，５００万円以上）の場合、以下
　に定める届出の義務を履行していない一次下請建設業者（当該届出の義務がない者を除く。）名等を建設業
　担当部局（福岡県建築指導課等）に通報する。
　ア　健康保険法（大正１１年法律第７０号）第４８条の規定による届出の義務
　イ　厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）第２７条の規定による届出の義務
　ウ　雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第７条の規定による届出の義務

 (４)　 本工事は、現場代理人の兼任を認める要件に該当すれば、他の工事と重複して現場代理人となること
　ができる工事である。兼任を認める要件については、北九州市契約部ホームページに掲載した「現場代理人
　の常駐義務の緩和に関する取扱要領」を参照すること。

　規定する有資格業者名簿をいう。
注２　建設工事有資格業者名簿に記載されている工種ごとの等級をいう。
注３　建設業法施行規則（昭和２４年建設省令第１４号）第６条に規定する主たる営業所をいう。
注４　この公告第３項及び第４項に規定する期間内に、日曜日、土曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７
　８号）に規定する休日及び１２月２９日から翌年の１月３日までの日が含まれる場合、それらの日を除く。
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工事名 八枝市民センター大規模改修工事
工事場所 北九州市八幡西区八枝三丁目８番１号
工事内容 八枝市民センターの大規模改修工事を行うもの
工期 請負契約締結の日から平成３０年２月１５日まで
予定価格 ７，９５２万円（消費税及び地方消費税相当額を除く。）
総合評価落札
方式

適用しない。

登録 建設工事有資格業者名簿（注１）に記載され、有資格業者としての資格を有していること。
登録工種 建築工事（希望順位が第１順位であること。）
等級（注２） Ａ
許可 建築工事業について特定建設業の許可を受けていること。
所在地 本店又は主たる営業所（注３）が北九州市内にあること。

実績

平成２４年度以降、北九州市（上下水道局、交通局及び病院局を含む。以下「本市」という。
）が発注した予定価格２００万円を超える額（消費税及び地方消費税相当額を含む。）の建築
工事について、単体又は共同企業体の構成員として指名の実績（一般競争入札で参加資格有り
と認めたものも含む。）又は契約の実績があること。

手持工事等
本市が発注した予定価格６，０００万円以上（消費税及び地方消費税相当額を含む。）の建築
工事で平成２９年６月１９日から本件開札日までの間に開札するものの落札者（共同企業体の
構成員を含む。）でないこと。

技術者
この工事に係る監理技術者（直接的かつ恒常的な雇用関係（入札を行った日において雇用関係
が３箇月以上経過していることをいう。）にある者に限る。）を専任で配置することができる
こと。

その他 本市から指名停止を受けている期間中でないこと。
場所 北九州市小倉北区城内１番１号　北九州市技術監理局契約部契約課

期間
この公告の日から本件開札日まで（注４）の毎日午前９時から午前１１時３０分まで及び午後
１時から午後４時３０分まで

４　競争参加
　資格確認申
　請書の提出
　期間
５　入札書の
　受付期間

場所 北九州市小倉北区城内１番１号　北九州市技術監理局契約部契約課
日時 平成２９年７月１１日　午前９時２０分
最低制限価格 設ける。
入札保証金 免除する。

契約金額の１００分の１０以上の額。ただし、契約規則第２５条第７項第１号又は第２号のい
ずれかに該当する場合は、免除する。

（１）　この公告の日から平成２９年６月２６日まで（注４）の毎日午前９時から午後４時３０分まで
（２）　平成２９年６月２７日　午前９時から正午まで

（４）　この公告に関する問合せ先は、北九州市技術監理局契約部契約課（電話　０９３－５８２－２２５６
　）とする。

９　その他

　規定する有資格業者名簿をいう。

（２）　入札説明書に定める期間中に仕様書等の交付を受けない者又は北九州市電子入札システムの利用者登

（４）　北九州市電子入札実施要領第１０条各号のいずれかに該当する入札

　録を完了していない者は、この入札に参加することができない。

８　入札の無
　効

次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。

（１）　この工事に係るその他入札に関する条件は、入札説明書による。

（３）　下請代金の総額が３，０００万円以上（建築一式工事においては４，５００万円以上）の場合、以下
　に定める届出の義務を履行していない一次下請建設業者（当該届出の義務がない者を除く。）名等を建設業
　担当部局（福岡県建築指導課等）に通報する。
　ア　健康保険法（大正１１年法律第７０号）第４８条の規定による届出の義務
　イ　厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）第２７条の規定による届出の義務

注１　北九州市建設工事競争入札参加者の資格及び審査等に関する規則（平成６年北九州市規則第５９号）第７条第１項に

６　開札の場
　所及び日時

７　入札及び
　契約に関す
　る条件 契約保証金

（１）　平成２９年７月６日及び同月７日　午前９時から午後７時まで
（２）　平成２９年７月１０日　午前９時から午後４時３０分まで

　ウ　雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第７条の規定による届出の義務

北九州市公告第４３７号

注２　建設工事有資格業者名簿に記載されている工種ごとの等級をいう。

　次の工事について、一般競争入札により請負契約を締結するので、地方自治法施行令（昭和２２

１　工事概要

２　競争入札
　参加資格（
　次のいずれ
　にも該当す
　る者である
　こと。）

　　平成２９年６月２１日
。以下「契約規則」という。）第４条第１項の規定により、次のとおり公告する。
年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び北九州市契約規則（昭和３９年北九州市規則第２５号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　北九州市長　北　橋　健　治

３　契約条項
　を示す場所
　及び期間

（１）　この公告に示した競争参加資格のない者のした入札
（２）　競争参加資格確認申請書等に虚偽の記載をした者の入札
（３）　契約規則第１２条各号のいずれかに該当する入札
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　７８号）に規定する休日及び１２月２９日から翌年の１月３日までの日が含まれる場合、それらの日を除く。

注３　建設業法施行規則（昭和２４年建設省令第１４号）第６条に規定する主たる営業所をいう。
注４　この公告第３項及び第４項に規定する期間内に、日曜日、土曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１
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工事名 八枝市民センター大規模改修電気工事
工事場所 北九州市八幡西区八枝三丁目８番１号
工事内容 八枝市民センター大規模改修に係る電気工事を行うもの。
工期 請負契約締結の日から平成３０年２月１５日まで
予定価格 ２，２２９万円（消費税及び地方消費税相当額を除く。）
総合評価落札
方式

適用しない。

登録 建設工事有資格業者名簿（注１）に記載され、有資格業者としての資格を有していること。
登録工種 電気工事（希望順位が第１順位であること。）
等級（注２） Ａ又はＢ
許可 電気工事業について特定建設業の許可又は一般建設業の許可を受けていること。

所在地
本店又は主たる営業所（注３）が北九州市若松区内、八幡東区内、八幡西区内又は戸畑区内に
あること。

実績

平成２４年度以降、北九州市（上下水道局、交通局及び病院局を含む。以下「本市」という。
）が発注した予定価格２００万円を超える額（消費税及び地方消費税相当額を含む。）の電気
工事（信号機又は電気計装設備に係る工事を除く。）について、単体又は共同企業体の構成員
として指名の実績（一般競争入札で参加資格有りと認めたものも含む。）又は契約の実績があ
ること。

（１）　競争参加資格確認申請書の提出期限の日において、Ａランク業者については予定価格
　１，２００万円以上（消費税及び地方消費税相当額を含む。）の、Ｂランク業者については
　予定価格２００万円を超える額（消費税及び地方消費税相当額を含む。）の本市が発注した
　電気工事（信号機又は電気計装設備に係る工事を除く。）を単体又は共同企業体の構成員と
　して施工中でないこと。ただし、次のいずれかに該当する場合は、この限りでない。

　ア　北九州市技術監理局契約部が優良業者認定基準に基づき認定した電気工事の優良業者で
　　あるとき。
　イ　工事の施工の一時中止（注４）に係る通知を受けている場合において、当該工事中止期
　　間中であるとき。
　ウ　当該施工中の工事について、賃金又は物価等の変動に基づく契約金額の変更（注５）を
　　協議（注６）するため工期を延長した場合において、競争参加資格確認申請書の提出期限
　　の日が当該工期の延長に係る期間中のものであるとき。
（２）　Ａランク業者については予定価格１，２００万円以上（消費税及び地方消費税相当額
　を含む。）の、Ｂランク業者については予定価格２００万円を超える額（消費税及び地方消
  費税相当額を含む。）の本市が発注した電気工事（信号機又は電気計装設備に係る工事を除
  く。）で平成２９年６月１９日から本件開札日までの間に開札するものの落札者（共同企業
　体の構成員を含む。）でないこと。

技術者
この工事に係る監理技術者（直接的かつ恒常的な雇用関係（入札を行った日において雇用関係
が３箇月以上経過していることをいう。以下同じ。）にある者に限る。）又は主任技術者（直
接的かつ恒常的な雇用関係にある者に限る。）を配置することができること。

その他 本市から指名停止を受けている期間中でないこと。
場所 北九州市小倉北区城内１番１号　北九州市技術監理局契約部契約課

期間
この公告の日から本件開札日まで（注７）の毎日午前９時から午前１１時３０分まで及び午後
１時から午後４時３０分まで

４　入札の中
　止
５　競争参加
　資格確認申
　請書の提出
　期間
６　入札書の
　受付期間

場所 北九州市小倉北区城内１番１号　北九州市技術監理局契約部契約課
日時 平成２９年７月１１日　午前９時２８分
最低制限価格 設ける。
入札保証金 免除する。

契約金額の１００分の１０以上の額。ただし、契約規則第２５条第７項第１号又は第２号のい
ずれかに該当する場合は、免除する。

北九州市公告第４３８号

手持工事等

　次の工事について、一般競争入札により請負契約を締結するので、地方自治法施行令（昭和２２

１　工事概要

２　競争入札
　参加資格（
　次のいずれ
　にも該当す
　る者である
　こと。）

　　平成２９年６月２１日
。以下「契約規則」という。）第４条第１項の規定により、次のとおり公告する。
年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び北九州市契約規則（昭和３９年北九州市規則第２５号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　北九州市長　北　橋　健　治

３　契約条項
　を示す場所
　及び期間

７　開札の場
　所及び日時

８　入札及び
　契約に関す
　る条件 契約保証金

（１）　平成２９年７月６日及び同月７日　午前９時から午後７時まで
（２）　平成２９年７月１０日　午前９時から午後４時３０分まで

（１）　この公告の日から平成２９年６月２６日まで（注７）の毎日午前９時から午後４時３０分まで
（２）　平成２９年６月２７日　午前９時から正午まで

本件工事に関連する「八枝市民センター大規模改修工事」が入札不成立となった場合は、本件工事の入札を
中止する。

次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。
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　８号）に規定する休日及び１２月２９日から翌年の１月３日までの日が含まれる場合、それらの日を除く。

注２　建設工事有資格業者名簿に記載されている工種ごとの等級をいう。
注３　建設業法施行規則（昭和２４年建設省令第１４号）第６条に規定する主たる営業所をいう。
注４　北九州市工事請負契約約款第２０条（上下水道局が発注した工事にあっては北九州市上下水道局工事請負契約約款第

　第５項及び第６項）に規定する契約金額の変更をいう。
注６　北九州市工事請負契約約款第２５条第７項（上下水道局が発注した工事にあっては北九州市上下水道局工事請負契約

　２０条、病院局が発注した工事にあっては北九州市病院局工事請負契約約款第２０条）に規定する工事の施工の一時中止
　をいう。
注５　北九州市工事請負契約約款第２５条第５項及び第６項（上下水道局が発注した工事にあっては北九州市上下水道局工
　事請負契約約款第２５条第５項及び第６項、病院局が発注した工事にあっては北九州市病院局工事請負契約約款第２５条

　約款第２５条第７項、病院局が発注した工事にあっては北九州市病院局工事請負契約約款第２５条第７項）に規定する協
　議をいう。
注７　この公告第３項及び第４項に規定する期間内に、日曜日、土曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７

（１）　この公告に示した競争参加資格のない者のした入札
（２）　競争参加資格確認申請書等に虚偽の記載をした者の入札
（３）　契約規則第１２条各号のいずれかに該当する入札

注１　北九州市建設工事競争入札参加者の資格及び審査等に関する規則（平成６年北九州市規則第５９号）第７条第１項に

　ができる工事である。兼任を認める要件については、北九州市契約部ホームページに掲載した「現場代理人
　の常駐義務緩和に関する取扱要領」を参照すること。

　規定する有資格業者名簿をいう。

（２）　入札説明書に定める期間中に仕様書等の交付を受けない者又は北九州市電子入札システムの利用者登

１０　その他

（５）　この公告に関する問合せ先は、北九州市技術監理局契約部契約課（電話　０９３－５８２－２２５６
　）とする。

（４）　北九州市電子入札実施要領第１０条各号のいずれかに該当する入札

　録を完了していない者は、この入札に参加することができない。

９　入札の無
　効

（１）　この工事に係るその他入札に関する条件は、入札説明書による。

（３）　下請代金の総額が３，０００万円以上（建築一式工事においては４，５００万円以上）の場合、以下
　に定める届出の義務を履行していない一次下請建設業者（当該届出の義務がない者を除く。）名等を建設業
　担当部局（福岡県建築指導課等）に通報する。
　ア　健康保険法（大正１１年法律第７０号）第４８条の規定による届出の義務
　イ　厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）第２７条の規定による届出の義務
　ウ　雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第７条の規定による届出の義務
（４）　本工事は、現場代理人の兼任を認める要件に該当すれば、他の工事と重複して現場代理人となること
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工事名 八枝市民センター大規模改修機械工事
工事場所 北九州市八幡西区八枝三丁目８番１号
工事内容 八枝市民センターの大規模改修機械工事
工期 請負契約締結の日から平成３０年２月１５日まで
予定価格 １，１５１万円（消費税及び地方消費税相当額を除く。）

総合評価落札
方式

適用しない。

登録 建設工事有資格業者名簿（注１）に記載され、有資格業者としての資格を有していること。

登録工種 管工事(希望順位が第１順位であること。)

等級（注２） Ａ又はＢ

許可 管工事業について特定建設業の許可又は一般建設業の許可を受けていること。

所在地 本店又は主たる営業所（注３）が北九州市内にあること。

実績

平成２４年度以降、北九州市（上下水道局、交通局及び病院局を含む。以下「本市」という。
）が発注した予定価格２００万円を超える額（消費税及び地方消費税相当額を含む。）の管工
事（都市ガス又はＬＰガスに係る工事を除く。）について、単体又は共同企業体の構成員とし
て指名の実績（一般競争入札で参加資格有りと認めたものを含む。）又は契約の実績があるこ
と。

手持工事等

Ａランク業者については予定価格１，２００万円以上（消費税及び地方消費税相当額を含む。
）の、Ｂランク業者については予定価格２００万円を超える額（消費税及び地方消費税相当額
を含む。）の本市が発注した管工事（都市ガス又はＬＰガスに係る工事を除く。）で平成２９
年６月１９日から本件開札日までの間に開札するものの落札者（共同企業体の構成員を含む。
）でないこと。

技術者
この工事に係る監理技術者（直接的かつ恒常的な雇用関係（入札を行った日において雇用関係
が３箇月以上経過していることをいう。以下同じ。）にある者に限る。）又は主任技術者（直
接的かつ恒常的な雇用関係にある者に限る。）を配置することができること。

その他 本市から指名停止を受けている期間中でないこと。

場所 北九州市小倉北区城内１番１号　北九州市技術監理局契約部契約課

期間
この公告の日から本件開札日まで（注４）の毎日午前９時から午前１１時３０分まで及び午後
１時から午後４時３０分まで

４　入札の中
　止

５　競争参加
　資格確認申
　請書の提出
　期間

６　入札書の
　受付期間

場所 北九州市小倉北区城内１番１号　北九州市技術監理局契約部契約課

日時 平成２９年７月１１日　午前９時４４分

最低制限価格 設ける。

入札保証金 免除する。

契約金額の１００分の１０以上の額。ただし、契約規則第２５条第７項第１号又は第２号のい

ずれかに該当する場合は、免除する。

（１）　この工事に係るその他入札に関する条件は、入札説明書による。

（２）　入札説明書に定める期間中に仕様書等の交付を受けない者又は北九州市電子入札システムの利用者登

　録を完了していない者は、この入札に参加することができない。

（１）　この公告の日から平成２９年６月２６日まで（注４）の毎日午前９時から午後４時３０分まで
（２）　平成２９年６月２７日　午前９時から正午まで

北九州市公告第４３９号
　次の工事について、一般競争入札により請負契約を締結するので、地方自治法施行令（昭和２２
年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び北九州市契約規則（昭和３９年北九州市規則第２５号
。以下「契約規則」という。）第４条第１項の規定により、次のとおり公告する。
　　平成２９年６月２１日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　北九州市長　北　橋　健　治

１　工事概要

２　競争入札
　参加資格（
　次のいずれ
　にも該当す
　る者である
　こと。）

３　契約条項
　を示す場所
　及び期間

本件工事に関連する「八枝市民センター大規模改修工事」が入札不成立となった場合は、本件工事の入札を中
止する。

（１）　平成２９年７月６日及び同月７日　午前９時から午後７時まで
（２）　平成２９年７月１０日　午前９時から午後４時３０分まで

７　開札の場
　所及び日時

８　入札及び
　契約に関す
　る条件 契約保証金

９　入札の無
　効

次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。

（１）　この公告に示した競争参加資格のない者のした入札

（２）　競争参加資格確認申請書等に虚偽の記載をした者の入札

（３）　契約規則第１２条各号のいずれかに該当する入札

（４）　北九州市電子入札実施要領第１０条各号のいずれかに該当する入札
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注１　北九州市建設工事競争入札参加者の資格及び審査等に関する規則（平成６年北九州市規則第５９号）第７条第１項に

１０　その他

（５）  この公告に関する問合せ先は、北九州市技術監理局契約部契約課（電話　０９３－５８２－２２５６
  ）とする。

（３）　下請代金の総額が３，０００万円以上（建築一式工事においては４，５００万円以上）の場合、以下
　に定める届出の義務を履行していない一次下請建設業者（当該届出の義務がない者を除く。）名等を建設業
　担当部局（福岡県建築指導課等）に通報する。
　ア　健康保険法（大正１１年法律第７０号）第４８条の規定による届出の義務
　イ　厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）第２７条の規定による届出の義務
　ウ　雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第７条の規定による届出の義務

 (４)　 本工事は、現場代理人の兼任を認める要件に該当すれば、他の工事と重複して現場代理人となること
　ができる工事である。兼任を認める要件については、北九州市契約部ホームページに掲載した「現場代理人
　の常駐義務の緩和に関する取扱要領」を参照すること。

　規定する有資格業者名簿をいう。
注２　建設工事有資格業者名簿に記載されている工種ごとの等級をいう。
注３　建設業法施行規則（昭和２４年建設省令第１４号）第６条に規定する主たる営業所をいう。
注４　この公告第３項及び第５項に規定する期間内に、日曜日、土曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７
　８号）に規定する休日及び１２月２９日から翌年の１月３日までの日が含まれる場合、それらの日を除く。
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工事名 都市モノレール小倉線ＲＣ支柱補修補強工事（２９－１）
工事場所 北九州市小倉南区守恒本町一丁目ほか
工事内容 工事延長　６１０メートル　ほか
工期 請負契約締結の日から平成３０年３月１５日まで
予定価格 １億２，０６２万円（消費税及び地方消費税相当額を除く。）
総合評価落札
方式

適用する。ただし、一括審査方式とする。詳細を入札説明書で必ず確認すること。

受発注者間情
報共有システ
ム

試行対象としない。

登録 建設工事有資格業者名簿（注１）に記載され、有資格業者としての資格を有していること。
登録工種 土木工事（希望順位が第１順位であること。）
等級（注２） Ａ
許可 土木工事業について特定建設業の許可を受けていること。
所在地 本店又は主たる営業所（注３）が北九州市内にあること。

実績

平成２４年度以降、北九州市（上下水道局、交通局及び病院局を含む。以下「本市」という。
）が発注した予定価格２００万円を超える額（消費税及び地方消費税相当額を含む。）の土木
工事について、単体又は共同企業体の構成員として指名の実績（一般競争で参加資格有りと認
めたものも含む。）又は契約の実績があること。

（１）　競争参加資格確認申請書の提出期限の日において、本市が平成２８年度又は平成２９
  年度に発注した予定価格（注４）６，０００万円以上（消費税及び地方消費税相当額を含む
  。）の土木工事（推進工事、管更生工事、軌道工事及び本市が指定した特殊工事を除く。）
  を単体又は共同企業体の構成員として施工中（受発注者間情報共有システム試行対象工事を
　落札した者で契約手続中のものを含む。）でないこと。ただし、次のいずれかに該当する場
　合は、この限りでない。

　ア　北九州市技術監理局契約部が優良業者認定基準に基づき認定した土木工事の優良業者で
　　あるとき。
　イ　工事の施工の一時中止（注５）に係る通知を受けている場合において、当該工事中止期
　　間中であるとき。
　ウ　当該施工中の工事について、賃金又は物価等の変動に基づく契約金額の変更（注６）を
　　協議（注７）するため工期を延長した場合において、競争参加資格確認申請書の提出期限
　　の日が当該工期の延長に係る期間中のものであるとき。

（２）　本市が発注した予定価格６，０００万円以上（消費税及び地方消費税相当額を含む。
　）の土木工事（推進工事、管更生工事、軌道工事及び本市が指定した特殊工事を除く。）で
　平成２９年６月１９日から本件開札日までの間に開札するものの落札者（共同企業体の構成
　員を含む。）でないこと。

技術者
この工事に係る監理技術者（直接的かつ恒常的な雇用関係（入札を行った日において雇用関係
が３箇月以上経過していることをいう。）にある者に限る。）を専任で配置することができる
こと。

その他 本市から指名停止を受けている期間中でないこと。
場所 北九州市小倉北区城内１番１号　北九州市技術監理局契約部契約課

期間
この公告の日から本件開札日まで（注８）の毎日午前９時から午前１１時３０分まで及び午後
１時から午後４時３０分まで

４　競争参加
　資格確認申
　請書の提出
　期間
５　入札書の
　受付期間

場所 北九州市小倉北区城内１番１号　北九州市技術監理局契約部契約課
日時 平成２９年７月１９日　午前９時１５分
最低制限価格 設ける。
入札保証金 免除する。

契約金額の１００分の１０以上の額。ただし、契約規則第２５条第７項第１号又は第２号のい
ずれかに該当する場合は、免除する。

８　入札の無
　効

北九州市公告第４４０号
　次の工事について、一般競争入札により請負契約を締結するので、地方自治法施行令（昭和２２

　　平成２９年６月２１日
。以下「契約規則」という。）第４条第１項の規定により、次のとおり公告する。
年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び北九州市契約規則（昭和３９年北九州市規則第２５号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　北九州市長　北　橋　健　治

１　工事概要

３　契約条項
　を示す場所
　及び期間

６　開札の場
　所及び日時

７　入札及び
　契約に関す
　る条件

（１）　平成２９年７月６日及び同月７日　午前９時から午後７時まで
（２）　平成２９年７月１０日　午前９時から午後４時３０分まで

（１）　この公告の日から平成２９年６月２６日まで（注８）の毎日午前９時から午後４時３０分まで
（２）　平成２９年６月２７日　午前９時から正午まで

契約保証金

２　競争入札
　参加資格（
　次のいずれ
　にも該当す
　る者である
　こと。） 手持工事等

　次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。
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注１　北九州市建設工事競争入札参加者の資格及び審査等に関する規則（平成６年北九州市規則第５９号）第７条第１項に

　ウ　雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第７条の規定による届出の義務

９　その他

　規定する有資格業者名簿をいう。

（２）　入札説明書に定める期間中に仕様書等の交付を受けない者又は北九州市電子入札システムの利用者登

　）とする。

（３）　下請代金の総額が３，０００万円以上（建築一式工事においては４，５００万円以上）の場合、以下
　に定める届出の義務を履行していない一次下請建設業者（当該届出の義務がない者を除く。）名等を建設業
　担当部局（福岡県建築指導課等）に通報する。
　ア　健康保険法（大正１１年法律第７０号）第４８条の規定による届出の義務
　イ　厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）第２７条の規定による届出の義務

（４）　この公告に関する問合せ先は、北九州市技術監理局契約部契約課（電話　０９３－５８２－２２５６

　約款第２５条第７項、病院局が発注した工事にあっては北九州市病院局工事請負契約約款第２５条第７項）に規定する協

　８号）に規定する休日及び１２月２９日から翌年の１月３日までの日が含まれる場合、それらの日を除く。

注２　建設工事有資格業者名簿に記載されている工種ごとの等級をいう。

　をいう。

注３　建設業法施行規則（昭和２４年建設省令第１４号）第６条に規定する主たる営業所をいう。

注８　この公告第３項及び第４項に規定する期間内に、日曜日、土曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７
　議をいう。

注４　合併入札を行った工事については、合併入札時の予定価格をいう。
注５　北九州市工事請負契約約款第２０条（上下水道局が発注した工事にあっては北九州市上下水道局工事請負契約約款第
　２０条、病院局が発注した工事にあっては北九州市病院局工事請負契約約款第２０条）に規定する工事の施工の一時中止

注６　北九州市工事請負契約約款第２５条第５項及び第６項（上下水道局が発注した工事にあっては北九州市上下水道局工

注７　北九州市工事請負契約約款第２５条第７項（上下水道局が発注した工事にあっては北九州市上下水道局工事請負契約
　第５項及び第６項）に規定する契約金額の変更をいう。
　事請負契約約款第２５条第５項及び第６項、病院局が発注した工事にあっては北九州市病院局工事請負契約約款第２５条

（１）　この公告に示した競争参加資格のない者のした入札
（２）　競争参加資格確認申請書等に虚偽の記載をした者の入札

（４）　北九州市電子入札実施要領第１０条各号のいずれかに該当する入札

　録を完了していない者は、この入札に参加することができない。

（１）　この工事に係るその他入札に関する条件は、入札説明書による。

（３）　契約規則第１２条各号のいずれかに該当する入札
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工事名 都市モノレール小倉線ＲＣ支柱補修補強工事（２９－２）
工事場所 北九州市小倉北区片野三丁目ほか
工事内容 工事延長　１，６１４メートル　ほか
工期 請負契約締結の日から平成３０年３月１５日まで
予定価格 ９，０５０万円（消費税及び地方消費税相当額を除く。）
総合評価落札
方式

適用する。ただし、一括審査方式とする。詳細を入札説明書で必ず確認すること。

受発注者間情
報共有システ
ム

試行対象としない。

登録 建設工事有資格業者名簿（注１）に記載され、有資格業者としての資格を有していること。
登録工種 土木工事（希望順位が第１順位であること。）
等級（注２） Ａ
許可 土木工事業について特定建設業の許可を受けていること。
所在地 本店又は主たる営業所（注３）が北九州市内にあること。

実績

平成２４年度以降、北九州市（上下水道局、交通局及び病院局を含む。以下「本市」という。
）が発注した予定価格２００万円を超える額（消費税及び地方消費税相当額を含む。）の土木
工事について、単体又は共同企業体の構成員として指名の実績（一般競争で参加資格有りと認
めたものも含む。）又は契約の実績があること。

（１）　競争参加資格確認申請書の提出期限の日において、本市が平成２８年度又は平成２９
  年度に発注した予定価格（注４）６，０００万円以上（消費税及び地方消費税相当額を含む
  。）の土木工事（推進工事、管更生工事、軌道工事及び本市が指定した特殊工事を除く。）
  を単体又は共同企業体の構成員として施工中（受発注者間情報共有システム試行対象工事を
　落札した者で契約手続中のものを含む。）でないこと。ただし、次のいずれかに該当する場
　合は、この限りでない。

　ア　北九州市技術監理局契約部が優良業者認定基準に基づき認定した土木工事の優良業者で
　　あるとき。
　イ　工事の施工の一時中止（注５）に係る通知を受けている場合において、当該工事中止期
　　間中であるとき。
　ウ　当該施工中の工事について、賃金又は物価等の変動に基づく契約金額の変更（注６）を
　　協議（注７）するため工期を延長した場合において、競争参加資格確認申請書の提出期限
　　の日が当該工期の延長に係る期間中のものであるとき。

（２）　本市が発注した予定価格６，０００万円以上（消費税及び地方消費税相当額を含む。
　）の土木工事（推進工事、管更生工事、軌道工事及び本市が指定した特殊工事を除く。）で
　平成２９年６月１９日から本件開札日までの間に開札するものの落札者（共同企業体の構成
　員を含む。）でないこと。

技術者
この工事に係る監理技術者（直接的かつ恒常的な雇用関係（入札を行った日において雇用関係
が３箇月以上経過していることをいう。）にある者に限る。）を専任で配置することができる
こと。

その他 本市から指名停止を受けている期間中でないこと。
場所 北九州市小倉北区城内１番１号　北九州市技術監理局契約部契約課

期間
この公告の日から本件開札日まで（注８）の毎日午前９時から午前１１時３０分まで及び午後
１時から午後４時３０分まで

４　競争参加
　資格確認申
　請書の提出
　期間
５　入札書の
　受付期間

場所 北九州市小倉北区城内１番１号　北九州市技術監理局契約部契約課
日時 平成２９年７月１９日　午前９時３０分
最低制限価格 設ける。
入札保証金 免除する。

契約金額の１００分の１０以上の額。ただし、契約規則第２５条第７項第１号又は第２号のい
ずれかに該当する場合は、免除する。

８　入札の無
　効

　次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　北九州市長　北　橋　健　治

１　工事概要

３　契約条項
　を示す場所
　及び期間

６　開札の場
　所及び日時

７　入札及び
　契約に関す
　る条件

（１）　平成２９年７月６日及び同月７日　午前９時から午後７時まで
（２）　平成２９年７月１０日　午前９時から午後４時３０分まで

（１）　この公告の日から平成２９年６月２６日まで（注８）の毎日午前９時から午後４時３０分まで
（２）　平成２９年６月２７日　午前９時から正午まで

契約保証金

２　競争入札
　参加資格（
　次のいずれ
　にも該当す
　る者である
　こと。） 手持工事等

北九州市公告第４４１号
　次の工事について、一般競争入札により請負契約を締結するので、地方自治法施行令（昭和２２

　　平成２９年６月２１日
。以下「契約規則」という。）第４条第１項の規定により、次のとおり公告する。
年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び北九州市契約規則（昭和３９年北九州市規則第２５号
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（４）　北九州市電子入札実施要領第１０条各号のいずれかに該当する入札

　録を完了していない者は、この入札に参加することができない。

（１）　この工事に係るその他入札に関する条件は、入札説明書による。

（３）　契約規則第１２条各号のいずれかに該当する入札

（１）　この公告に示した競争参加資格のない者のした入札
（２）　競争参加資格確認申請書等に虚偽の記載をした者の入札

　約款第２５条第７項、病院局が発注した工事にあっては北九州市病院局工事請負契約約款第２５条第７項）に規定する協

　８号）に規定する休日及び１２月２９日から翌年の１月３日までの日が含まれる場合、それらの日を除く。

注２　建設工事有資格業者名簿に記載されている工種ごとの等級をいう。

　をいう。

注３　建設業法施行規則（昭和２４年建設省令第１４号）第６条に規定する主たる営業所をいう。

注８　この公告第３項及び第４項に規定する期間内に、日曜日、土曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７
　議をいう。

注４　合併入札を行った工事については、合併入札時の予定価格をいう。
注５　北九州市工事請負契約約款第２０条（上下水道局が発注した工事にあっては北九州市上下水道局工事請負契約約款第
　２０条、病院局が発注した工事にあっては北九州市病院局工事請負契約約款第２０条）に規定する工事の施工の一時中止

注６　北九州市工事請負契約約款第２５条第５項及び第６項（上下水道局が発注した工事にあっては北九州市上下水道局工

注７　北九州市工事請負契約約款第２５条第７項（上下水道局が発注した工事にあっては北九州市上下水道局工事請負契約
　第５項及び第６項）に規定する契約金額の変更をいう。
　事請負契約約款第２５条第５項及び第６項、病院局が発注した工事にあっては北九州市病院局工事請負契約約款第２５条

注１　北九州市建設工事競争入札参加者の資格及び審査等に関する規則（平成６年北九州市規則第５９号）第７条第１項に

　ウ　雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第７条の規定による届出の義務

９　その他

　規定する有資格業者名簿をいう。

（２）　入札説明書に定める期間中に仕様書等の交付を受けない者又は北九州市電子入札システムの利用者登

　）とする。

（３）　下請代金の総額が３，０００万円以上（建築一式工事においては４，５００万円以上）の場合、以下
　に定める届出の義務を履行していない一次下請建設業者（当該届出の義務がない者を除く。）名等を建設業
　担当部局（福岡県建築指導課等）に通報する。
　ア　健康保険法（大正１１年法律第７０号）第４８条の規定による届出の義務
　イ　厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）第２７条の規定による届出の義務

（４）　この公告に関する問合せ先は、北九州市技術監理局契約部契約課（電話　０９３－５８２－２２５６
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工事名 脇之浦地区増殖場造成及び藍島漁港－３ｍ岸壁整備工事(２９）
工事場所 北九州市若松区響町三丁目地先ほか
工事内容 増殖場造成　１０，０００平方メートル　ほか
工期 請負契約締結の日から平成３０年１月３１日まで
予定価格 １億２５５万円（消費税及び地方消費税相当額を除く。）
総合評価落札
方式

適用しない。

受発注者間情
報共有システ
ム

試行対象としない。

登録 建設工事有資格業者名簿（注１）に記載され、有資格業者としての資格を有していること。
登録工種 港湾工事（希望順位を問わない。）
等級（注２） Ａ

指数
平成２９・３０年度北九州市建設工事入札参加資格審査申請の際に提出した経営規模等評価結
果通知書総合評定値通知書の「建設工事の種類」「０１０土木一式」の「総合評定値（Ｐ）」
が１，２００点未満であること。

許可 土木工事業について特定建設業の許可を受けていること。
所在地 本店又は主たる営業所（注３）が北九州市内にあること。

実績

平成２４年度以降、北九州市（上下水道局、交通局及び病院局を含む。以下「本市」という。
）が発注した予定価格２００万円を超える額（消費税及び地方消費税相当額を含む。）の港湾
工事について、単体又は共同企業体の構成員として指名の実績（一般競争で参加資格有りと認
めたものも含む。）又は契約の実績があること。

手持工事等
本件開札日に、この工事より先行して技術監理局契約部契約課において開札する予定価格６，
０００万円以上（消費税及び地方消費税相当額を含む。）の港湾工事の落札者でないこと。

技術者
この工事に係る監理技術者（直接的かつ恒常的な雇用関係（入札を行った日において雇用関係
が３箇月以上経過していることをいう。）にある者に限る。）を専任で配置することができる
こと。

その他 本市から指名停止を受けている期間中でないこと。
場所 北九州市小倉北区城内１番１号　北九州市技術監理局契約部契約課

期間
この公告の日から本件開札日まで（注４）の毎日午前９時から午前１１時３０分まで及び午後
１時から午後４時３０分まで

４　競争参加
　資格確認申
　請書の提出
　期間
５　入札書の
　受付期間

場所 北九州市小倉北区城内１番１号　北九州市技術監理局契約部契約課
日時 平成２９年７月１１日　午前１０時２５分
最低制限価格 設ける。
入札保証金 免除する。

契約金額の１００分の１０以上の額。ただし、契約規則第２５条第７項第１号又は第２号のい
ずれかに該当する場合は、免除する。

９　その他

（２）　入札説明書に定める期間中に仕様書等の交付を受けない者又は北九州市電子入札システムの利用者登

（３）　下請代金の総額が３，０００万円以上（建築一式工事においては４，５００万円以上）の場合、以下
　に定める届出の義務を履行していない一次下請建設業者（当該届出の義務がない者を除く。）名等を建設業
　担当部局（福岡県建築指導課等）に通報する。
　ア　健康保険法（大正１１年法律第７０号）第４８条の規定による届出の義務
　イ　厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）第２７条の規定による届出の義務

　録を完了していない者は、この入札に参加することができない。

（１）　この工事に係るその他入札に関する条件は、入札説明書による。

北九州市公告第４４２号
　次の工事について、一般競争入札により請負契約を締結するので、地方自治法施行令（昭和２２

　　平成２９年６月２１日
。以下「契約規則」という。）第４条第１項の規定により、次のとおり公告する。
年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び北九州市契約規則（昭和３９年北九州市規則第２５号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　北九州市長　北　橋　健　治

１　工事概要

３　契約条項
　を示す場所
　及び期間

（１）　この公告に示した競争参加資格のない者のした入札
（２）　競争参加資格確認申請書等に虚偽の記載をした者の入札

６　開札の場
　所及び日時

７　入札及び
　契約に関す
　る条件

（１）　平成２９年７月６日及び同月７日　午前９時から午後７時まで
（２）　平成２９年７月１０日　午前９時から午後４時３０分まで

（１）　この公告の日から平成２９年６月２６日まで（注４）の毎日午前９時から午後４時３０分まで
（２）　平成２９年６月２７日　午前９時から正午まで

契約保証金

２　競争入札
　参加資格（
　次のいずれ
　にも該当す
　る者である
　こと。）

８　入札の無
　効

（４）　北九州市電子入札実施要領第１０条各号のいずれかに該当する入札

　次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。

（３）　契約規則第１２条各号のいずれかに該当する入札
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注１　北九州市建設工事競争入札参加者の資格及び審査等に関する規則（平成６年北九州市規則第５９号）第７条第１項に

　ウ　雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第７条の規定による届出の義務

　規定する有資格業者名簿をいう。

　）とする。
（４）　この公告に関する問合せ先は、北九州市技術監理局契約部契約課（電話　０９３－５８２－２２５６

　８号）に規定する休日及び１２月２９日から翌年の１月３日までの日が含まれる場合、それらの日を除く。

注２　建設工事有資格業者名簿に記載されている工種ごとの等級をいう。
注３　建設業法施行規則（昭和２４年建設省令第１４号）第６条に規定する主たる営業所をいう。
注４　この公告第３項及び第４項に規定する期間内に、日曜日、土曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７
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工事名 中央町穴生線（青山工区）公園連絡橋下部工工事（２９－１）
工事場所 北九州市八幡西区山寺町ほか
工事内容 橋脚工　１基　ほか
工期 請負契約締結の日から平成３０年１月３１日まで
予定価格 ３，７４８万円（消費税及び地方消費税相当額を除く。）
総合評価落札
方式

適用しない。

受発注者間情
報共有システ
ム

試行対象としない。

登録 建設工事有資格業者名簿（注１）に記載され、有資格業者としての資格を有していること。
登録工種 土木工事（希望順位が第１順位であること。）
等級（注２） Ａ
許可 土木工事業について特定建設業の許可又は一般建設業の許可を受けていること。
所在地 本店又は主たる営業所（注３）が北九州市内にあること。

実績

平成２４年度以降、北九州市（上下水道局、交通局及び病院局を含む。以下「本市」という。
）が発注した予定価格２００万円を超える額（消費税及び地方消費税相当額を含む。）の土木
工事について、単体又は共同企業体の構成員として指名の実績（一般競争入札で参加資格有り
と認めたものを含む。）又は契約の実績があること。

（１）　競争参加資格確認申請書の提出期限の日において、本市が平成２８年度又は平成２９
  年度に発注した予定価格（注４）６，０００万円以上（消費税及び地方消費税相当額を含む
  。）の土木工事（推進工事、管更生工事、軌道工事及び本市が指定した特殊工事を除く。）
  を単体又は共同企業体の構成員として施工中（受発注者間情報共有システム試行対象工事を
　落札した者で契約手続中のものを含む。）でないこと。ただし、次のいずれかに該当する場
　合は、この限りでない。

　ア　北九州市技術監理局契約部が優良業者認定基準に基づき認定した土木工事の優良業者で
　　あるとき。
　イ　工事の施工の一時中止（注５）に係る通知を受けている場合において、当該工事中止期
　　間中であるとき。
　ウ　当該施工中の工事について、賃金又は物価等の変動に基づく契約金額の変更（注６）を
　　協議（注７）するため工期を延長した場合において、競争参加資格確認申請書の提出期限
　　の日が当該工期の延長に係る期間中のものであるとき。

（２）　本市が発注した予定価格６，０００万円以上（消費税及び地方消費税相当額を含む。
　）の土木工事（推進工事、管更生工事、軌道工事及び本市が指定した特殊工事を除く。）で
　平成２９年６月１９日から本件開札日までの間に開札するものの落札者（共同企業体の構成
　員を含む。）でないこと。

技術者
この工事に係る監理技術者（直接的かつ恒常的な雇用関係（入札を行った日において雇用関係
が３箇月以上経過していることをいう。以下同じ。）にある者に限る。）又は主任技術者（直
接的かつ恒常的な雇用関係にある者に限る。）を専任で配置することができること。

その他 本市から指名停止を受けている期間中でないこと。
場所 北九州市小倉北区城内１番１号　北九州市技術監理局契約部契約課

期間
この公告の日から本件開札日まで（注８）の毎日午前９時から午前１１時３０分まで及び午後
１時から午後４時３０分まで

４　競争参加
　資格確認申
　請書の提出
　期間
５　入札書の
　受付期間

場所 北九州市小倉北区城内１番１号　北九州市技術監理局契約部契約課
日時 平成２９年７月１１日　午前９時１５分
最低制限価格 設ける。
入札保証金 免除する。

契約金額の１００分の１０以上の額。ただし、契約規則第２５条第７項第１号又は第２号のい
ずれかに該当する場合は、免除する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　北九州市長　北　橋　健　治

１　工事概要

３　契約条項
　を示す場所
　及び期間

（１）　この公告に示した競争参加資格のない者のした入札

６　開札の場
　所及び日時

７　入札及び
　契約に関す
　る条件

（１）　平成２９年７月６日及び同月７日　午前９時から午後７時まで
（２）　平成２９年７月１０日　午前９時から午後４時３０分まで

（１）　この公告の日から平成２９年６月２６日まで（注８）の毎日午前９時から午後４時３０分まで
（２）　平成２９年６月２７日　午前９時から正午まで

契約保証金

２　競争入札
　参加資格（
　次のいずれ
　にも該当す
　る者である
　こと。） 手持工事等

８　入札の無
　効

　次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。

北九州市公告第４４３号
　次の工事について、一般競争入札により請負契約を締結するので、地方自治法施行令（昭和２２

　　平成２９年６月２１日
。以下「契約規則」という。）第４条第１項の規定により、次のとおり公告する。
年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び北九州市契約規則（昭和３９年北九州市規則第２５号
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（２）　競争参加資格確認申請書等に虚偽の記載をした者の入札

（４）　北九州市電子入札実施要領第１０条各号のいずれかに該当する入札
（３）　契約規則第１２条各号のいずれかに該当する入札

　約款第２５条第７項、病院局が発注した工事にあっては北九州市病院局工事請負契約約款第２５条第７項）に規定する協

　８号）に規定する休日及び１２月２９日から翌年の１月３日までの日が含まれる場合、それらの日を除く。

注２　建設工事有資格業者名簿に記載されている工種ごとの等級をいう。

　をいう。

注３　建設業法施行規則（昭和２４年建設省令第１４号）第６条に規定する主たる営業所をいう。

注８　この公告第３項及び第４項に規定する期間内に、日曜日、土曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７
　議をいう。

注４　合併入札を行った工事については、合併入札時の予定価格をいう。
注５　北九州市工事請負契約約款第２０条（上下水道局が発注した工事にあっては北九州市上下水道局工事請負契約約款第
　２０条、病院局が発注した工事にあっては北九州市病院局工事請負契約約款第２０条）に規定する工事の施工の一時中止

注６　北九州市工事請負契約約款第２５条第５項及び第６項（上下水道局が発注した工事にあっては北九州市上下水道局工

注７　北九州市工事請負契約約款第２５条第７項（上下水道局が発注した工事にあっては北九州市上下水道局工事請負契約
　第５項及び第６項）に規定する契約金額の変更をいう。
　事請負契約約款第２５条第５項及び第６項、病院局が発注した工事にあっては北九州市病院局工事請負契約約款第２５条

注１　北九州市建設工事競争入札参加者の資格及び審査等に関する規則（平成６年北九州市規則第５９号）第７条第１項に

　ウ　雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第７条の規定による届出の義務

９　その他

　規定する有資格業者名簿をいう。

（２）　入札説明書に定める期間中に仕様書等の交付を受けない者又は北九州市電子入札システムの利用者登

　）とする。

（３）　下請代金の総額が３，０００万円以上（建築一式工事においては４，５００万円以上）の場合、以下
　に定める届出の義務を履行していない一次下請建設業者（当該届出の義務がない者を除く。）名等を建設業
　担当部局（福岡県建築指導課等）に通報する。
　ア　健康保険法（大正１１年法律第７０号）第４８条の規定による届出の義務
　イ　厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）第２７条の規定による届出の義務

（４）　この公告に関する問合せ先は、北九州市技術監理局契約部契約課（電話　０９３－５８２－２２５６

　録を完了していない者は、この入札に参加することができない。

（１）　この工事に係るその他入札に関する条件は、入札説明書による。
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工事名 下石田二丁目地内雨水（その２）管渠築造工事
工事場所 北九州市小倉南区下石田二丁目

工事内容
既成ボックス　１，５００ミリメートル×１，２００ミリメートル　管渠

　　　　きょ

工（開削）　７８．

１メートル　ほか
工期 請負契約締結の日から１８５日間
予定価格 ７，５０３万円（消費税及び地方消費税相当額を除く。）
総合評価落札
方式

適用しない。

受発注者間情
報共有システ
ム

試行対象としない。

登録 建設工事有資格業者名簿（注１）に記載され、有資格業者としての資格を有していること。
登録工種 土木工事（希望順位が第１順位であること。）
等級（注２） Ａ
許可 土木工事業について特定建設業の許可を受けていること。
所在地 本店または主たる営業所（注３）が北九州市内にあること。

実績

平成２４年度以降、北九州市（上下水道局、交通局及び病院局を含む。以下「本市」という。
）が発注した予定価格２００万円を超える額（消費税及び地方消費税相当額を含む。）の土木
工事について、単体又は共同企業体の構成員として指名の実績（一般競争入札で参加資格有り
と認めたものも含む。）又は契約の実績があること。

（１）　競争参加資格確認申請書の提出期限の日において、本市が平成２８年度又は平成２９
  年度に発注した予定価格（注４）６，０００万円以上（消費税及び地方消費税相当額を含む
  。）の土木工事（推進工事、管更生工事、軌道工事及び本市が指定した特殊工事を除く。）
  を単体又は共同企業体の構成員として施工中（受発注者間情報共有システム試行対象工事を
　落札した者で契約手続中のものを含む。）でないこと。ただし、次のいずれかに該当する場
　合は、この限りでない。

　ア　北九州市技術監理局契約部が優良業者認定基準に基づき認定した土木工事の優良業者で
　　あるとき。
　イ　工事の施工の一時中止（注５）に係る通知を受けている場合において、当該工事中止期
　　間中であるとき。
　ウ　当該施工中の工事について、賃金又は物価等の変動に基づく契約金額の変更（注６）を
　　協議（注７）するため工期を延長した場合において、競争参加資格確認申請書の提出期限
　　の日が当該工期の延長に係る期間中のものであるとき。

（２）　本市が発注した予定価格６，０００万円以上（消費税及び地方消費税相当額を含む。
　）の土木工事（推進工事、管更生工事、軌道工事及び本市が指定した特殊工事を除く。）で
　平成２９年６月１９日から本件開札日までの間に開札するものの落札者（共同企業体の構成
　員を含む。）でないこと。

技術者
この工事に係る監理技術者（直接的かつ恒常的な雇用関係（入札を行った日において雇用関係
が３箇月以上経過していることをいう。）にある者に限る。）を専任で配置することができる
こと。

その他 本市から指名停止を受けている期間中でないこと。
場所 北九州市小倉北区城内１番１号　北九州市技術監理局契約部契約課

期間
この公告の日から本件開札日まで（注８）の毎日午前９時から午前１１時３０分まで及び午後
１時から午後４時３０分まで

４　競争参加
　資格確認申
　請書の提出
　期間
５　入札書の
　受付期間

場所 北九州市小倉北区城内１番１号　北九州市技術監理局契約部契約課
日時 平成２９年７月１１日　午前９時４５分

北九州市上下水道局公告第９０号

手持工事等

　次の工事について、一般競争入札により請負契約を締結するので、地方自治法施行令（昭和２２

１　工事概要

２　競争入札
　参加資格（
　次のいずれ
　にも該当す
　る者である
　こと。）

　　平成２９年６月２１日

道局管理規程第２５号。以下「契約規程」という。）において準用する北九州市契約規則（昭和３
年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び北九州市上下水道局契約規程（昭和３９年北九州市水

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　北九州市上下水道局長　有　田　仁　志

９年北九州市規則第２５号。以下「契約規則」という。）第４条第１項の規定により、次のとおり
公告する。

３　契約条項
　を示す場所
　及び期間

６　開札の場
　所及び日時

（１）　平成２９年７月６日及び同月７日　午前９時から午後７時まで
（２）　平成２９年７月１０日　午前９時から午後４時３０分まで

（１）　この公告の日から平成２９年６月２６日まで（注８）の毎日午前９時から午後４時３０分まで
（２）　平成２９年６月２７日　午前９時から正午まで
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最低制限価格 設ける。

入札保証金 免除する。

契約保証金
契約金額の１００分の１０以上の額。ただし、契約規程において準用する契約規則第２５条第
７項第１号又は第２号のいずれかに該当する場合は、免除する。

　８号）に規定する休日及び１２月２９日から翌年の１月３日までの日が含まれる場合、それらの日を除く。

注２　建設工事有資格業者名簿に記載されている工種ごとの等級をいう。
注３　建設業法施行規則（昭和２４年建設省令第１４号）第６条に規定する主たる営業所をいう。

注５　北九州市工事請負契約約款第２０条（上下水道局が発注した工事にあっては北九州市上下水道局工事請負契約約款第

　第５項及び第６項）に規定する契約金額の変更をいう。
注７　北九州市工事請負契約約款第２５条第７項（上下水道局が発注した工事にあっては北九州市上下水道局工事請負契約

　２０条、病院局が発注した工事にあっては北九州市病院局工事請負契約約款第２０条）に規定する工事の施工の一時中止
　をいう。
注６　北九州市工事請負契約約款第２５条第５項及び第６項（上下水道局が発注した工事にあっては北九州市上下水道局工
　事請負契約約款第２５条第５項及び第６項、病院局が発注した工事にあっては北九州市病院局工事請負契約約款第２５条

　約款第２５条第７項、病院局が発注した工事にあっては北九州市病院局工事請負契約約款第２５条第７項）に規定する協
　議をいう。
注８　この公告第３項及び第４項に規定する期間内に、日曜日、土曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７

注４　合併入札を行った工事については、合併入札時の予定価格をいう。

９　その他

　）とする。

（１）　この工事に係るその他入札に関する条件は、入札説明書による。

　イ　厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）第２７条の規定による届出の義務

　５９号）第７条第１項に規定する有資格業者名簿をいう。

（３）　下請代金の総額が３，０００万円以上（建築一式工事においては４，５００万円以上）の場合、以下
　に定める届出の義務を履行していない一次下請建設業者（当該届出の義務がない者を除く。）名等を建設業
　担当部局（福岡県建築指導課等）に通報する。
　ア　健康保険法（大正１１年法律第７０号）第４８条の規定による届出の義務

（４）　この公告に関する問合せ先は、北九州市技術監理局契約部契約課（電話　０９３－５８２－２２５６

　号）第２条において準用する北九州市建設工事競争入札参加者の資格及び審査等に関する規則（平成６年北九州市規則第

（２）　入札説明書に定める期間中に仕様書等の交付を受けない者又は北九州市電子入札システムの利用者登

７　入札及び
　契約に関す
　る条件

（４）　北九州市電子入札実施要領第１０条各号のいずれかに該当する入札

次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。

８　入札の無
　効

（１）　この公告に示した競争参加資格のない者のした入札
（２）　競争参加資格確認申請書等に虚偽の記載をした者の入札
（３）　契約規程において準用する契約規則第１２条各号のいずれかに該当する入札

注１　北九州市上下水道局建設工事競争入札参加者の資格及び審査等に関する規程（平成６年北九州市水道局管理規程第８

　録を完了していない者は、この入札に参加することができない。

　ウ　雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第７条の規定による届出の義務
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工事名 八枝二丁目配水管布設替工事
工事場所 北九州市八幡西区八枝二丁目地内
工事内容 鋳鉄管据付工　内径４００ミリメートル　３７２メートル　ほか
工期 請負契約締結の日から１４０日間
予定価格 ３，６４８万円（消費税及び地方消費税相当額を除く。）
総合評価落札
方式
受発注者間情
報共有システ 試行対象としない。
ム
登録 建設工事有資格業者名簿（注１）に記載され、有資格業者としての資格を有していること。
登録工種 水道施設工事
等級（注２） Ａ
許可 水道施設工事業について特定建設業の許可又は一般建設業の許可を受けていること。
所在地 本店又は主たる営業所（注３）が北九州市内にあること。

平成２４年度以降、北九州市（上下水道局、交通局及び病院局を含む。以下「本市」という。
）が発注した予定価格２００万円を超える額（消費税及び地方消費税相当額を含む。）の水道
施設工事又は土木工事について、単体又は共同企業体の構成員として指名の実績（一般競争入
札で参加資格有りと認めたものを含む。）又は契約の実績があること。
本市が発注した予定価格２，５００万円以上（消費税及び地方消費税相当額を含む。）の水道
施設工事（管更生工事、軌道工事及び本市が指定した特殊工事を除く。）で平成２９年６月１
９日から本件開札日までの間に開札するものの落札者（共同企業体の構成員を含む。）でない
こと。
この工事に係る監理技術者（直接的かつ恒常的な雇用関係（入札を行った日において雇用関係

技術者 が３箇月以上経過していることをいう。以下同じ。）にある者に限る。）又は主任技術者（直
接的かつ恒常的な雇用関係にある者に限る。）を専任で配置することができること。

その他 本市から指名停止を受けている期間中でないこと。
場所 北九州市小倉北区城内１番１号　北九州市技術監理局契約部契約課

この公告の日から本件開札日まで（注４）の毎日午前９時から午前１１時３０分まで及び午後
１時から午後４時３０分まで

４　競争参加
　資格確認申
　請書の提出
　期間
５　入札書の
　受付期間
６　開札の場 場所 北九州市小倉北区城内１番１号　北九州市技術監理局契約部契約課
　所及び日時 日時 平成２９年７月１１日　午前９時５０分

最低制限価格 設ける。
入札保証金 免除する。

契約金額の１００分の１０以上の額。ただし、契約規程において準用する契約規則第２５条第
７項第１号又は第２号のいずれかに該当する場合は、免除する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  北九州市上下水道局長　有　田　仁　志

公告する。
　　平成２９年６月２１日

期間

（２）　平成２９年６月２７日　午前９時から正午まで
（１）　この公告の日から平成２９年６月２６日まで（注４）の毎日午前９時から午後４時３０分まで

適用しない。

２　競争入札
　参加資格（
　次のいずれ
　にも該当す
　る者である
　こと。）

実績

手持工事等

１　工事概要

３　契約条項
　を示す場所
　及び期間

北九州市上下水道局公告第９１号
　次の工事について、一般競争入札により請負契約を締結するので、地方自治法施行令（昭和２２

９年北九州市規則第２５号。以下「契約規則」という。）第４条第１項の規定により、次のとおり
道局管理規程第２５号。以下「契約規程」という。）において準用する北九州市契約規則（昭和３
年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び北九州市上下水道局契約規程（昭和３９年北九州市水

（３）　契約規程において準用する契約規則第１２条各号のいずれかに該当する入札 

（２）　入札説明書に定める期間中に仕様書等の交付を受けない者又は北九州市電子入札システムの利用者登

（３）　下請代金の総額が３，０００万円以上（建築一式工事においては４，５００万円以上）の場合、以下

　担当部局（福岡県建築指導課等）に通報する。

　録を完了していない者は、この入札に参加することができない。

７　入札及び
　契約に関す
　る条件 契約保証金

（１）　平成２９年７月６日及び同月７日　午前９時から午後７時まで
（２）　平成２９年７月１０日　午前９時から午後４時３０分まで

（１）　この工事に係るその他入札に関する条件は、入札説明書による。 

９　その他

（４）　北九州市電子入札実施要領第１０条各号のいずれかに該当する入札 

８　入札の無
　効

次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。

　イ　厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）第２７条の規定による届出の義務
　ア　健康保険法（大正１１年法律第７０号）第４８条の規定による届出の義務

　に定める届出の義務を履行していない一次下請建設業者（当該届出の義務がない者を除く。）名等を建設業

（１）　この公告に示した競争参加資格のない者のした入札
（２）　競争参加資格確認申請書等に虚偽の記載をした者の入札
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　８号）に規定する休日及び１２月２９日から翌年の１月３日までの日が含まれる場合、それらの日を除く。

　号）第２条において準用する北九州市建設工事競争入札参加者の資格及び審査等に関する規則（平成６年北九州市規則第

　）とする。

注４　この公告第３項及び第４項に規定する期間内に、日曜日、土曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７

注２　建設工事有資格業者名簿に記載されている工種ごとの等級をいう。

注１　北九州市上下水道局建設工事競争入札参加者の資格及び審査等に関する規程（平成６年北九州市水道局管理規程第８

注３　建設業法施行規則（昭和２４年建設省令第１４号）第６条に規定する主たる営業所をいう。

　５９号）第７条第１項に規定する有資格業者名簿をいう。

　ウ　雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第７条の規定による届出の義務
（４）　この公告に関する問合せ先は、北九州市技術監理局契約部契約課（電話　０９３－５８２－２２５６
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工事名 赤岩町配水管布設替工事
工事場所 北九州市若松区赤岩町地内
工事内容 鋳鉄管据付工　内径１５０ミリメートル　４２２．７メートル　ほか
工期 請負契約締結の日から平成３０年１月３１日まで
予定価格 ３，５０７万円（消費税及び地方消費税相当額を除く。）
総合評価落札
方式
受発注者間情
報共有システ 試行対象としない。
ム
登録 建設工事有資格業者名簿（注１）に記載され、有資格業者としての資格を有していること。
登録工種 水道施設工事
等級（注２） Ａ
許可 水道施設工事業について特定建設業の許可又は一般建設業の許可を受けていること。
所在地 本店又は主たる営業所（注３）が北九州市内にあること。

平成２４年度以降、北九州市（上下水道局、交通局及び病院局を含む。以下「本市」という。
）が発注した予定価格２００万円を超える額（消費税及び地方消費税相当額を含む。）の水道
施設工事又は土木工事について、単体又は共同企業体の構成員として指名の実績（一般競争入
札で参加資格有りと認めたものを含む。）又は契約の実績があること。
本市が発注した予定価格２，５００万円以上（消費税及び地方消費税相当額を含む。）の水道
施設工事（管更生工事、軌道工事及び本市が指定した特殊工事を除く。）で平成２９年６月１
９日から本件開札日までの間に開札するものの落札者（共同企業体の構成員を含む。）でない
こと。
この工事に係る監理技術者（直接的かつ恒常的な雇用関係（入札を行った日において雇用関係

技術者 が３箇月以上経過していることをいう。以下同じ。）にある者に限る。）又は主任技術者（直
接的かつ恒常的な雇用関係にある者に限る。）を専任で配置することができること。

その他 本市から指名停止を受けている期間中でないこと。
場所 北九州市小倉北区城内１番１号　北九州市技術監理局契約部契約課

この公告の日から本件開札日まで（注４）の毎日午前９時から午前１１時３０分まで及び午後
１時から午後４時３０分まで

４　競争参加
　資格確認申
　請書の提出
　期間
５　入札書の
　受付期間
６　開札の場 場所 北九州市小倉北区城内１番１号　北九州市技術監理局契約部契約課
　所及び日時 日時 平成２９年７月１１日　午前９時５５分

最低制限価格 設ける。
入札保証金 免除する。

契約金額の１００分の１０以上の額。ただし、契約規程において準用する契約規則第２５条第
７項第１号又は第２号のいずれかに該当する場合は、免除する。

７　入札及び
　契約に関す
　る条件 契約保証金

（１）　平成２９年７月６日及び同月７日　午前９時から午後７時まで
（２）　平成２９年７月１０日　午前９時から午後４時３０分まで

（１）　この工事に係るその他入札に関する条件は、入札説明書による。 

９　その他

（４）　北九州市電子入札実施要領第１０条各号のいずれかに該当する入札 

８　入札の無
　効

次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。

　イ　厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）第２７条の規定による届出の義務
　ア　健康保険法（大正１１年法律第７０号）第４８条の規定による届出の義務

　に定める届出の義務を履行していない一次下請建設業者（当該届出の義務がない者を除く。）名等を建設業

（１）　この公告に示した競争参加資格のない者のした入札
（２）　競争参加資格確認申請書等に虚偽の記載をした者の入札
（３）　契約規程において準用する契約規則第１２条各号のいずれかに該当する入札 

（２）　入札説明書に定める期間中に仕様書等の交付を受けない者又は北九州市電子入札システムの利用者登

（３）　下請代金の総額が３，０００万円以上（建築一式工事においては４，５００万円以上）の場合、以下

　担当部局（福岡県建築指導課等）に通報する。

　録を完了していない者は、この入札に参加することができない。

北九州市上下水道局公告第９２号
　次の工事について、一般競争入札により請負契約を締結するので、地方自治法施行令（昭和２２

９年北九州市規則第２５号。以下「契約規則」という。）第４条第１項の規定により、次のとおり
道局管理規程第２５号。以下「契約規程」という。）において準用する北九州市契約規則（昭和３
年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び北九州市上下水道局契約規程（昭和３９年北九州市水

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  北九州市上下水道局長　有　田　仁　志

公告する。
　　平成２９年６月２１日

期間

（２）　平成２９年６月２７日　午前９時から正午まで
（１）　この公告の日から平成２９年６月２６日まで（注４）の毎日午前９時から午後４時３０分まで

適用しない。

２　競争入札
　参加資格（
　次のいずれ
　にも該当す
　る者である
　こと。）

実績

手持工事等

１　工事概要

３　契約条項
　を示す場所
　及び期間
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（４）　この公告に関する問合せ先は、北九州市技術監理局契約部契約課（電話　０９３－５８２－２２５６

　８号）に規定する休日及び１２月２９日から翌年の１月３日までの日が含まれる場合、それらの日を除く。

　号）第２条において準用する北九州市建設工事競争入札参加者の資格及び審査等に関する規則（平成６年北九州市規則第

　）とする。

注４　この公告第３項及び第４項に規定する期間内に、日曜日、土曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７

注２　建設工事有資格業者名簿に記載されている工種ごとの等級をいう。

注１　北九州市上下水道局建設工事競争入札参加者の資格及び審査等に関する規程（平成６年北九州市水道局管理規程第８

注３　建設業法施行規則（昭和２４年建設省令第１４号）第６条に規定する主たる営業所をいう。

　５９号）第７条第１項に規定する有資格業者名簿をいう。

　ウ　雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第７条の規定による届出の義務
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工事名 黒崎三丁目配水管布設替工事
工事場所 北九州市八幡西区黒崎三丁目地内
工事内容 鋳鉄管据付工　内径１００ミリメートル　４１２．７メートル　ほか
工期 請負契約締結の日から１８０日間
予定価格 ３，４０８万円（消費税及び地方消費税相当額を除く。）
総合評価落札
方式
受発注者間情
報共有システ 試行対象としない。
ム
登録 建設工事有資格業者名簿（注１）に記載され、有資格業者としての資格を有していること。
登録工種 水道施設工事
等級（注２） Ａ
許可 水道施設工事業について特定建設業の許可又は一般建設業の許可を受けていること。
所在地 本店又は主たる営業所（注３）が北九州市内にあること。

平成２４年度以降、北九州市（上下水道局、交通局及び病院局を含む。以下「本市」という。
）が発注した予定価格２００万円を超える額（消費税及び地方消費税相当額を含む。）の水道
施設工事又は土木工事について、単体又は共同企業体の構成員として指名の実績（一般競争入
札で参加資格有りと認めたものを含む。）又は契約の実績があること。
本市が発注した予定価格２，５００万円以上（消費税及び地方消費税相当額を含む。）の水道
施設工事（管更生工事、軌道工事及び本市が指定した特殊工事を除く。）で平成２９年６月１
９日から本件開札日までの間に開札するものの落札者（共同企業体の構成員を含む。）でない
こと。
この工事に係る監理技術者（直接的かつ恒常的な雇用関係（入札を行った日において雇用関係

技術者 が３箇月以上経過していることをいう。以下同じ。）にある者に限る。）又は主任技術者（直
接的かつ恒常的な雇用関係にある者に限る。）を専任で配置することができること。

その他 本市から指名停止を受けている期間中でないこと。
場所 北九州市小倉北区城内１番１号　北九州市技術監理局契約部契約課

この公告の日から本件開札日まで（注４）の毎日午前９時から午前１１時３０分まで及び午後
１時から午後４時３０分まで

４　競争参加
　資格確認申
　請書の提出
　期間
５　入札書の
　受付期間
６　開札の場 場所 北九州市小倉北区城内１番１号　北九州市技術監理局契約部契約課
　所及び日時 日時 平成２９年７月１１日　午前１０時００分

最低制限価格 設ける。
入札保証金 免除する。

契約金額の１００分の１０以上の額。ただし、契約規程において準用する契約規則第２５条第
７項第１号又は第２号のいずれかに該当する場合は、免除する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  北九州市上下水道局長　有　田　仁　志

公告する。
　　平成２９年６月２１日

期間

（２）　平成２９年６月２７日　午前９時から正午まで
（１）　この公告の日から平成２９年６月２６日まで（注４）の毎日午前９時から午後４時３０分まで

適用しない。

２　競争入札
　参加資格（
　次のいずれ
　にも該当す
　る者である
　こと。）

実績

手持工事等

１　工事概要

３　契約条項
　を示す場所
　及び期間

北九州市上下水道局公告第９３号
　次の工事について、一般競争入札により請負契約を締結するので、地方自治法施行令（昭和２２

９年北九州市規則第２５号。以下「契約規則」という。）第４条第１項の規定により、次のとおり
道局管理規程第２５号。以下「契約規程」という。）において準用する北九州市契約規則（昭和３
年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び北九州市上下水道局契約規程（昭和３９年北九州市水

（３）　契約規程において準用する契約規則第１２条各号のいずれかに該当する入札 

（２）　入札説明書に定める期間中に仕様書等の交付を受けない者又は北九州市電子入札システムの利用者登

（３）　下請代金の総額が３，０００万円以上（建築一式工事においては４，５００万円以上）の場合、以下

　担当部局（福岡県建築指導課等）に通報する。

　録を完了していない者は、この入札に参加することができない。

７　入札及び
　契約に関す
　る条件 契約保証金

（１）　平成２９年７月６日及び同月７日　午前９時から午後７時まで
（２）　平成２９年７月１０日　午前９時から午後４時３０分まで

（１）　この工事に係るその他入札に関する条件は、入札説明書による。 

９　その他

（４）　北九州市電子入札実施要領第１０条各号のいずれかに該当する入札 

８　入札の無
　効

次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。

　イ　厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）第２７条の規定による届出の義務
　ア　健康保険法（大正１１年法律第７０号）第４８条の規定による届出の義務

　に定める届出の義務を履行していない一次下請建設業者（当該届出の義務がない者を除く。）名等を建設業

（１）　この公告に示した競争参加資格のない者のした入札
（２）　競争参加資格確認申請書等に虚偽の記載をした者の入札
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　８号）に規定する休日及び１２月２９日から翌年の１月３日までの日が含まれる場合、それらの日を除く。

　号）第２条において準用する北九州市建設工事競争入札参加者の資格及び審査等に関する規則（平成６年北九州市規則第

　）とする。

注４　この公告第３項及び第４項に規定する期間内に、日曜日、土曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７

注２　建設工事有資格業者名簿に記載されている工種ごとの等級をいう。

注１　北九州市上下水道局建設工事競争入札参加者の資格及び審査等に関する規程（平成６年北九州市水道局管理規程第８

注３　建設業法施行規則（昭和２４年建設省令第１４号）第６条に規定する主たる営業所をいう。

　５９号）第７条第１項に規定する有資格業者名簿をいう。

　ウ　雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第７条の規定による届出の義務
（４）　この公告に関する問合せ先は、北九州市技術監理局契約部契約課（電話　０９３－５８２－２２５６
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工事名 湯川五丁目配水管布設替工事
工事場所 北九州市小倉南区湯川五丁目地内
工事内容 鋳鉄管据付工　内径３００ミリメートル　２８０．８メートル　ほか
工期 請負契約締結の日から１１５日間
予定価格 ２，９９０万円（消費税及び地方消費税相当額を除く。）
総合評価落札
方式
受発注者間情
報共有システ 試行対象としない。
ム
登録 建設工事有資格業者名簿（注１）に記載され、有資格業者としての資格を有していること。
登録工種 水道施設工事（希望順位は問わない。）
等級（注２） Ａ
許可 水道施設工事業について特定建設業の許可又は一般建設業の許可を受けていること。
所在地 本店又は主たる営業所（注３）が北九州市内にあること。

平成２４年度以降、北九州市（上下水道局、交通局及び病院局を含む。以下「本市」という。
）が発注した予定価格２００万円を超える額（消費税及び地方消費税相当額を含む。）の水道
施設工事又は土木工事について、単体又は共同企業体の構成員として指名の実績（一般競争入
札で参加資格有りと認めたものを含む。）又は契約の実績があること。
本市が発注した予定価格２，５００万円以上（消費税及び地方消費税相当額を含む。）の水道
施設工事（管更生工事、軌道工事及び本市が指定した特殊工事を除く。）で平成２９年６月１
９日から本件開札日までの間に開札するものの落札者（共同企業体の構成員を含む。）でない
こと。
この工事に係る監理技術者（直接的かつ恒常的な雇用関係（入札を行った日において雇用関係

技術者 が３箇月以上経過していることをいう。以下同じ。）にある者に限る。）又は主任技術者（直
接的かつ恒常的な雇用関係にある者に限る。）を配置することができること。

その他 本市から指名停止を受けている期間中でないこと。
場所 北九州市小倉北区城内１番１号　北九州市技術監理局契約部契約課

この公告の日から本件開札日まで（注４）の毎日午前９時から午前１１時３０分まで及び午後
１時から午後４時３０分まで

４　競争参加
　資格確認申
　請書の提出
　期間
５　入札書の
　受付期間
６　開札の場 場所 北九州市小倉北区城内１番１号　北九州市技術監理局契約部契約課
　所及び日時 日時 平成２９年７月１１日　午前１０時０５分

最低制限価格 設ける。
入札保証金 免除する。

契約金額の１００分の１０以上の額。ただし、契約規程において準用する契約規則第２５条第
７項第１号又は第２号のいずれかに該当する場合は、免除する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　北九州市上下水道局長　有　田　仁　志

公告する。
　　平成２９年６月２１日

期間

（２）　平成２９年６月２７日　午前９時から正午まで
（１）　この公告の日から平成２９年６月２６日まで（注４）の毎日午前９時から午後４時３０分まで

適用しない。

２　競争入札
　参加資格（
　次のいずれ
　にも該当す
　る者である
　こと。）

実績

手持工事等

１　工事概要

３　契約条項
　を示す場所
　及び期間

北九州市上下水道局公告第９４号
　次の工事について、一般競争入札により請負契約を締結するので、地方自治法施行令（昭和２２

９年北九州市規則第２５号。以下「契約規則」という。）第４条第１項の規定により、次のとおり
道局管理規程第２５号。以下「契約規程」という。）において準用する北九州市契約規則（昭和３
年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び北九州市上下水道局契約規程（昭和３９年北九州市水

（２）　競争参加資格確認申請書等に虚偽の記載をした者の入札
（３）　契約規程において準用する契約規則第１２条各号のいずれかに該当する入札 

（２）　入札説明書に定める期間中に仕様書等の交付を受けない者又は北九州市電子入札システムの利用者登

（３）　下請代金の総額が３，０００万円以上（建築一式工事においては４，５００万円以上）の場合、以下

　担当部局（福岡県建築指導課等）に通報する。

　録を完了していない者は、この入札に参加することができない。

７　入札及び
　契約に関す
　る条件 契約保証金

（１）　平成２９年７月６日及び同月７日　午前９時から午後７時まで
（２）　平成２９年７月１０日　午前９時から午後４時３０分まで

（１）　この工事に係るその他入札に関する条件は、入札説明書による。 

９　その他

（４）　北九州市電子入札実施要領第１０条各号のいずれかに該当する入札 

８　入札の無
　効

次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。

　イ　厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）第２７条の規定による届出の義務
　ア　健康保険法（大正１１年法律第７０号）第４８条の規定による届出の義務

　に定める届出の義務を履行していない一次下請建設業者（当該届出の義務がない者を除く。）名等を建設業

（１）　この公告に示した競争参加資格のない者のした入札
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（４）本工事は、現場代理人の兼任を認める要件に該当すれば、他の工事と重複して現場代理人となることが
　できる工事である。兼任を認める要件については、北九州市技術監理局契約部ホームページに掲載した「現
　場代理人の常駐義務の緩和に関する取扱要領」を参照すること。

　８号）に規定する休日及び１２月２９日から翌年の１月３日までの日が含まれる場合、それらの日を除く。

　号）第２条において準用する北九州市建設工事競争入札参加者の資格及び審査等に関する規則（平成６年北九州市規則第

注４　この公告第３項及び第４項に規定する期間内に、日曜日、土曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７

注２　建設工事有資格業者名簿に記載されている工種ごとの等級をいう。

注１　北九州市上下水道局建設工事競争入札参加者の資格及び審査等に関する規程（平成６年北九州市水道局管理規程第８

注３　建設業法施行規則（昭和２４年建設省令第１４号）第６条に規定する主たる営業所をいう。

　５９号）第７条第１項に規定する有資格業者名簿をいう。

　ウ　雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第７条の規定による届出の義務

（５）　この公告に関する問合せ先は、北九州市技術監理局契約部契約課（電話　０９３－５８２－２２５６
　）とする。
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工事名 白銀二丁目他配水管布設替工事
工事場所 北九州市小倉北区白銀二丁目地内ほか
工事内容 鋳鉄管据付工（ＧＸ形）　内径１５０ミリメートル　１９４．４メートル　ほか
工期 請負契約締結の日から１４０日間
予定価格 ２,５３２万円（消費税及び地方消費税相当額を除く。）
総合評価落札
方式
受発注者間情
報共有システ 試行対象としない。
ム
登録 建設工事有資格業者名簿（注１）に記載され、有資格業者としての資格を有していること。
登録工種 水道施設工事（希望順位は問わない。）
等級（注２） Ａ
許可 水道施設工事業について特定建設業の許可又は一般建設業の許可を受けていること。
所在地 本店又は主たる営業所（注３）が北九州市内にあること。

平成２４年度以降、北九州市（上下水道局、交通局及び病院局を含む。以下「本市」という。
）が発注した予定価格２００万円を超える額（消費税及び地方消費税相当額を含む。）の水道
施設工事又は土木工事について、単体又は共同企業体の構成員として指名の実績（一般競争入
札で参加資格有りと認めたものを含む。）又は契約の実績があること。
本市が発注した予定価格２，５００万円以上（消費税及び地方消費税相当額を含む。）の水道
施設工事（管更生工事、軌道工事及び本市が指定した特殊工事を除く。）で平成２９年６月１
９日から本件開札日までの間に開札するものの落札者（共同企業体の構成員を含む。）でない
こと。
この工事に係る監理技術者（直接的かつ恒常的な雇用関係（入札を行った日において雇用関係

技術者 が３箇月以上経過していることをいう。以下同じ。）にある者に限る。）又は主任技術者（直
接的かつ恒常的な雇用関係にある者に限る。）を配置することができること。

その他 本市から指名停止を受けている期間中でないこと。
場所 北九州市小倉北区城内１番１号　北九州市技術監理局契約部契約課

この公告の日から本件開札日まで（注４）の毎日午前９時から午前１１時３０分まで及び午後
１時から午後４時３０分まで

４　競争参加
　資格確認申
　請書の提出
　期間
５　入札書の
　受付期間
６　開札の場 場所 北九州市小倉北区城内１番１号　北九州市技術監理局契約部契約課
　所及び日時 日時 平成２９年７月１１日　午前１０時１０分

最低制限価格 設ける。
入札保証金 免除する。

契約金額の１００分の１０以上の額。ただし、契約規程において準用する契約規則第２５条第
７項第１号又は第２号のいずれかに該当する場合は、免除する。

７　入札及び
　契約に関す
　る条件 契約保証金

（１）　平成２９年７月６日及び同月７日　午前９時から午後７時まで
（２）　平成２９年７月１０日　午前９時から午後４時３０分まで

（１）　この工事に係るその他入札に関する条件は、入札説明書による。 

９　その他

（４）　北九州市電子入札実施要領第１０条各号のいずれかに該当する入札 

８　入札の無
　効

次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。

　イ　厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）第２７条の規定による届出の義務
　ア　健康保険法（大正１１年法律第７０号）第４８条の規定による届出の義務

　に定める届出の義務を履行していない一次下請建設業者（当該届出の義務がない者を除く。）名等を建設業

（１）　この公告に示した競争参加資格のない者のした入札
（２）　競争参加資格確認申請書等に虚偽の記載をした者の入札
（３）　契約規程において準用する契約規則第１２条各号のいずれかに該当する入札 

（２）　入札説明書に定める期間中に仕様書等の交付を受けない者又は北九州市電子入札システムの利用者登

（３）　下請代金の総額が３，０００万円以上（建築一式工事においては４，５００万円以上）の場合、以下

　担当部局（福岡県建築指導課等）に通報する。

　録を完了していない者は、この入札に参加することができない。

北九州市上下水道局公告第９５号
　次の工事について、一般競争入札により請負契約を締結するので、地方自治法施行令（昭和２２

９年北九州市規則第２５号。以下「契約規則」という。）第４条第１項の規定により、次のとおり
道局管理規程第２５号。以下「契約規程」という。）において準用する北九州市契約規則（昭和３
年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び北九州市上下水道局契約規程（昭和３９年北九州市水

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　北九州市上下水道局長　有　田　仁　志

公告する。
　　平成２９年６月２１日

期間

（２）　平成２９年６月２７日　午前９時から正午まで
（１）　この公告の日から平成２９年６月２６日まで（注４）の毎日午前９時から午後４時３０分まで

適用しない。

２　競争入札
　参加資格（
　次のいずれ
　にも該当す
　る者である
　こと。）

実績

手持工事等

１　工事概要

３　契約条項
　を示す場所
　及び期間
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（４）本工事は、現場代理人の兼任を認める要件に該当すれば、他の工事と重複して現場代理人となることが
　できる工事である。兼任を認める要件については、北九州市技術監理局契約部ホームページに掲載した「現
　場代理人の常駐義務の緩和に関する取扱要領」を参照すること。
（５）　この公告に関する問合せ先は、北九州市技術監理局契約部契約課（電話　０９３－５８２－２２５６
　）とする。

　８号）に規定する休日及び１２月２９日から翌年の１月３日までの日が含まれる場合、それらの日を除く。

　号）第２条において準用する北九州市建設工事競争入札参加者の資格及び審査等に関する規則（平成６年北九州市規則第

注４　この公告第３項及び第４項に規定する期間内に、日曜日、土曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７

注２　建設工事有資格業者名簿に記載されている工種ごとの等級をいう。

注１　北九州市上下水道局建設工事競争入札参加者の資格及び審査等に関する規程（平成６年北九州市水道局管理規程第８

注３　建設業法施行規則（昭和２４年建設省令第１４号）第６条に規定する主たる営業所をいう。

　５９号）第７条第１項に規定する有資格業者名簿をいう。

　ウ　雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第７条の規定による届出の義務
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工事名 北湊町配水管布設替工事
工事場所 北九州市若松区北湊町地内
工事内容 鋳鉄管据付工　内径１００ミリメートル　４１４．１メートル　ほか
工期 請負契約締結の日から１４５日間
予定価格 ２,５１２万円（消費税及び地方消費税相当額を除く。）
総合評価落札
方式
受発注者間情
報共有システ 試行対象としない。
ム
登録 建設工事有資格業者名簿（注１）に記載され、有資格業者としての資格を有していること。
登録工種 水道施設工事（希望順位は問わない。）
等級（注２） Ａ
許可 水道施設工事業について特定建設業の許可又は一般建設業の許可を受けていること。
所在地 本店又は主たる営業所（注３）が北九州市内にあること。

平成２４年度以降、北九州市（上下水道局、交通局及び病院局を含む。以下「本市」という。
）が発注した予定価格２００万円を超える額（消費税及び地方消費税相当額を含む。）の水道
施設工事又は土木工事について、単体又は共同企業体の構成員として指名の実績（一般競争入
札で参加資格有りと認めたものを含む。）又は契約の実績があること。
本市が発注した予定価格２，５００万円以上（消費税及び地方消費税相当額を含む。）の水道
施設工事（管更生工事、軌道工事及び本市が指定した特殊工事を除く。）で平成２９年６月１
９日から本件開札日までの間に開札するものの落札者（共同企業体の構成員を含む。）でない
こと。
この工事に係る監理技術者（直接的かつ恒常的な雇用関係（入札を行った日において雇用関係

技術者 が３箇月以上経過していることをいう。以下同じ。）にある者に限る。）又は主任技術者（直
接的かつ恒常的な雇用関係にある者に限る。）を配置することができること。

その他 本市から指名停止を受けている期間中でないこと。
場所 北九州市小倉北区城内１番１号　北九州市技術監理局契約部契約課

この公告の日から本件開札日まで（注４）の毎日午前９時から午前１１時３０分まで及び午後
１時から午後４時３０分まで

４　競争参加
　資格確認申
　請書の提出
　期間
５　入札書の
　受付期間
６　開札の場 場所 北九州市小倉北区城内１番１号　北九州市技術監理局契約部契約課
　所及び日時 日時 平成２９年７月１１日　午前１０時１５分

最低制限価格 設ける。
入札保証金 免除する。

契約金額の１００分の１０以上の額。ただし、契約規程において準用する契約規則第２５条第
７項第１号又は第２号のいずれかに該当する場合は、免除する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　北九州市上下水道局長　有　田　仁　志

公告する。
　　平成２９年６月２１日

期間

（２）　平成２９年６月２７日　午前９時から正午まで
（１）　この公告の日から平成２９年６月２６日まで（注４）の毎日午前９時から午後４時３０分まで

適用しない。

２　競争入札
　参加資格（
　次のいずれ
　にも該当す
　る者である
　こと。）

実績

手持工事等

１　工事概要

３　契約条項
　を示す場所
　及び期間

北九州市上下水道局公告第９６号
　次の工事について、一般競争入札により請負契約を締結するので、地方自治法施行令（昭和２２

９年北九州市規則第２５号。以下「契約規則」という。）第４条第１項の規定により、次のとおり
道局管理規程第２５号。以下「契約規程」という。）において準用する北九州市契約規則（昭和３
年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び北九州市上下水道局契約規程（昭和３９年北九州市水

（２）　競争参加資格確認申請書等に虚偽の記載をした者の入札
（３）　契約規程において準用する契約規則第１２条各号のいずれかに該当する入札 

（２）　入札説明書に定める期間中に仕様書等の交付を受けない者又は北九州市電子入札システムの利用者登

（３）　下請代金の総額が３，０００万円以上（建築一式工事においては４，５００万円以上）の場合、以下

　担当部局（福岡県建築指導課等）に通報する。

　録を完了していない者は、この入札に参加することができない。

７　入札及び
　契約に関す
　る条件 契約保証金

（１）　平成２９年７月６日及び同月７日　午前９時から午後７時まで
（２）　平成２９年７月１０日　午前９時から午後４時３０分まで

（１）　この工事に係るその他入札に関する条件は、入札説明書による。 

９　その他

（４）　北九州市電子入札実施要領第１０条各号のいずれかに該当する入札 

８　入札の無
　効

次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。

　イ　厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）第２７条の規定による届出の義務
　ア　健康保険法（大正１１年法律第７０号）第４８条の規定による届出の義務

　に定める届出の義務を履行していない一次下請建設業者（当該届出の義務がない者を除く。）名等を建設業

（１）　この公告に示した競争参加資格のない者のした入札
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（４）本工事は、現場代理人の兼任を認める要件に該当すれば、他の工事と重複して現場代理人となることが
　できる工事である。兼任を認める要件については、北九州市技術監理局契約部ホームページに掲載した「現
　場代理人の常駐義務の緩和に関する取扱要領」を参照すること。

　８号）に規定する休日及び１２月２９日から翌年の１月３日までの日が含まれる場合、それらの日を除く。

　号）第２条において準用する北九州市建設工事競争入札参加者の資格及び審査等に関する規則（平成６年北九州市規則第

注４　この公告第３項及び第４項に規定する期間内に、日曜日、土曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７

注２　建設工事有資格業者名簿に記載されている工種ごとの等級をいう。

注１　北九州市上下水道局建設工事競争入札参加者の資格及び審査等に関する規程（平成６年北九州市水道局管理規程第８

注３　建設業法施行規則（昭和２４年建設省令第１４号）第６条に規定する主たる営業所をいう。

　５９号）第７条第１項に規定する有資格業者名簿をいう。

　ウ　雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第７条の規定による届出の義務

（５）　この公告に関する問合せ先は、北九州市技術監理局契約部契約課（電話　０９３－５８２－２２５６
　）とする。
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工事名 東本町二丁目配水管布設替工事
工事場所 北九州市門司区東本町二丁目地内
工事内容 鋳鉄管据付工　内径２５０ミリメートル（ＧＸ形）　１７０メートル　ほか
工期 請負契約締結の日から１１５日間
予定価格 ２,４５２万円（消費税及び地方消費税相当額を除く。）
総合評価落札
方式
受発注者間情
報共有システ 試行対象としない。
ム
登録 建設工事有資格業者名簿（注１）に記載され、有資格業者としての資格を有していること。
登録工種 水道施設工事（希望順位は問わない。）
等級（注２） Ａ
許可 水道施設工事業について特定建設業の許可又は一般建設業の許可を受けていること。
所在地 本店又は主たる営業所（注３）が北九州市内にあること。

平成２４年度以降、北九州市（上下水道局、交通局及び病院局を含む。以下「本市」という。
）が発注した予定価格２００万円を超える額（消費税及び地方消費税相当額を含む。）の水道
施設工事又は土木工事について、単体又は共同企業体の構成員として指名の実績（一般競争入
札で参加資格有りと認めたものを含む。）又は契約の実績があること。
本市が発注した予定価格２，５００万円以上（消費税及び地方消費税相当額を含む。）の水道
施設工事（管更生工事、軌道工事及び本市が指定した特殊工事を除く。）で平成２９年６月１
９日から本件開札日までの間に開札するものの落札者（共同企業体の構成員を含む。）でない
こと。
この工事に係る監理技術者（直接的かつ恒常的な雇用関係（入札を行った日において雇用関係

技術者 が３箇月以上経過していることをいう。以下同じ。）にある者に限る。）又は主任技術者（直
接的かつ恒常的な雇用関係にある者に限る。）を配置することができること。

その他 本市から指名停止を受けている期間中でないこと。
場所 北九州市小倉北区城内１番１号　北九州市技術監理局契約部契約課

この公告の日から本件開札日まで（注４）の毎日午前９時から午前１１時３０分まで及び午後
１時から午後４時３０分まで

４　競争参加
　資格確認申
　請書の提出
　期間
５　入札書の
　受付期間
６　開札の場 場所 北九州市小倉北区城内１番１号　北九州市技術監理局契約部契約課
　所及び日時 日時 平成２９年７月１１日　午前１０時２０分

最低制限価格 設ける。
入札保証金 免除する。

契約金額の１００分の１０以上の額。ただし、契約規程において準用する契約規則第２５条第
７項第１号又は第２号のいずれかに該当する場合は、免除する。

７　入札及び
　契約に関す
　る条件 契約保証金

（１）　平成２９年７月６日及び同月７日　午前９時から午後７時まで
（２）　平成２９年７月１０日　午前９時から午後４時３０分まで

（１）　この工事に係るその他入札に関する条件は、入札説明書による。 

９　その他

（４）　北九州市電子入札実施要領第１０条各号のいずれかに該当する入札 

８　入札の無
　効

次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。

　イ　厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）第２７条の規定による届出の義務
　ア　健康保険法（大正１１年法律第７０号）第４８条の規定による届出の義務

　に定める届出の義務を履行していない一次下請建設業者（当該届出の義務がない者を除く。）名等を建設業

（１）　この公告に示した競争参加資格のない者のした入札
（２）　競争参加資格確認申請書等に虚偽の記載をした者の入札
（３）　契約規程において準用する契約規則第１２条各号のいずれかに該当する入札 

（２）　入札説明書に定める期間中に仕様書等の交付を受けない者又は北九州市電子入札システムの利用者登

（３）　下請代金の総額が３，０００万円以上（建築一式工事においては４，５００万円以上）の場合、以下

　担当部局（福岡県建築指導課等）に通報する。

　録を完了していない者は、この入札に参加することができない。

北九州市上下水道局公告第９７号
　次の工事について、一般競争入札により請負契約を締結するので、地方自治法施行令（昭和２２

９年北九州市規則第２５号。以下「契約規則」という。）第４条第１項の規定により、次のとおり
道局管理規程第２５号。以下「契約規程」という。）において準用する北九州市契約規則（昭和３
年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び北九州市上下水道局契約規程（昭和３９年北九州市水

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　北九州市上下水道局長　有　田　仁　志

公告する。
　　平成２９年６月２１日

期間

（２）　平成２９年６月２７日　午前９時から正午まで
（１）　この公告の日から平成２９年６月２６日まで（注４）の毎日午前９時から午後４時３０分まで

適用しない。

２　競争入札
　参加資格（
　次のいずれ
　にも該当す
　る者である
　こと。）

実績

手持工事等

１　工事概要

３　契約条項
　を示す場所
　及び期間
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（４）本工事は、現場代理人の兼任を認める要件に該当すれば、他の工事と重複して現場代理人となることが
　できる工事である。兼任を認める要件については、北九州市技術監理局契約部ホームページに掲載した「現
　場代理人の常駐義務の緩和に関する取扱要領」を参照すること。
（５）　この公告に関する問合せ先は、北九州市技術監理局契約部契約課（電話　０９３－５８２－２２５６
　）とする。

　８号）に規定する休日及び１２月２９日から翌年の１月３日までの日が含まれる場合、それらの日を除く。

　号）第２条において準用する北九州市建設工事競争入札参加者の資格及び審査等に関する規則（平成６年北九州市規則第

注４　この公告第３項及び第４項に規定する期間内に、日曜日、土曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７

注２　建設工事有資格業者名簿に記載されている工種ごとの等級をいう。

注１　北九州市上下水道局建設工事競争入札参加者の資格及び審査等に関する規程（平成６年北九州市水道局管理規程第８

注３　建設業法施行規則（昭和２４年建設省令第１４号）第６条に規定する主たる営業所をいう。

　５９号）第７条第１項に規定する有資格業者名簿をいう。

　ウ　雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第７条の規定による届出の義務
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